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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】優れた撥油性及び／又は撥水性と、汎用溶剤（フッ素非含有有機溶媒）への高い
溶解性とを兼ね備えるフッ素含有ブロック共重合体の提供。
【解決手段】式（１）で表されるフッ素含有ブロック共重合体。

［Ｑｆは夫々独立に、フルオロポリエーテル基を含有する構成単位。ｎｆは、１以上の繰
り返し数を表す。Ｌｍは、結合手、又はリンカーを表す。Ｑは、各出現において、夫々独
立して、フッ素非含有構成単位を表す。ｎ１は、１以上の繰り返し数を表す。Ｅ１、及び
Ｅ２は、夫々独立に、末端基］
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
式（１）：
【化１】

［式中、
Ｑｆは、各出現において、それぞれ独立して、フルオロポリエーテル基を含有する構成単
位を表す。
ｎｆは、１以上の繰り返し数を表す。
Ｌｍは、結合手、又はリンカーを表す。
Ｑは、各出現において、それぞれ独立して、官能基Ａを含有するフッ素非含有構成単位、
又は官能基Ａを含有しないフッ素非含有構成単位を表す。
ｎ１は、１以上の繰り返し数を表す。
官能基Ａは、ハロゲン原子、ビニル基、アリル基、ケイヒ酸基、ソルビン酸基、ビニルエ
ーテル基、ビニルエステル基、（メタ）アクリロイル基、シランカップリング基、水酸基
、エポキシ基、チオール基、アミノ基、アルキルアミノ基、ジアルキルアミノ基、アジド
基、リン酸含有基、カルボキシル基、イミダゾリル基、トリアゾリル基、及びテトラゾリ
ル基、又はこれらの前駆体基からなる群より選択される官能基である。Ｅ１、及びＥ２は
、独立して、末端基を表す。］
で表されるフッ素含有ブロック共重合体。
【請求項２】
Ｑｆは、
【化２】

であり、及び
Ｑは、
【化３】

であり、
Ｌｂ１は、各出現において、それぞれ独立して、結合手、又はリンカーであり、
ＰＦＰＥｂは、各出現において、それぞれ独立して、フルオロポリエーテル基であり、
Ｘｂは、各出現において、それぞれ独立して、－Ｏ－、－Ｐｈ－、－Ｎ（－ＲＥ）－、又
はカルバゾリレンであり、
ＲＥは、各出現において、それぞれ独立して、有機基であり、
Ｒｂ１は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又はアルキル基であり、
Ｒｂ２は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又は官能基Ａを含有していて
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もよい有機基であり、及び
Ｒｂ３は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又はアルキル基である、
請求項１に記載のフッ素含有ブロック共重合体。
【請求項３】
Ｌｂ１は、式：－（ＯＣｐＨ２ｐ）ｎａ－
［当該式中、
ｐは、各出現において、それぞれ独立して、０～６の整数である。
ｎａは、１～１０００である繰り返し数を表す。］
で表されるリンカーである、請求項２に記載のフッ素含有ブロック共重合体。
【請求項４】
Ｌｂ１は、－Ｏ－、－Ｏ－ＣＨ２－、又は－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－である、
請求項３に記載のフッ素含有ブロック共重合体。
【請求項５】
ＰＦＰＥｂは、式：－ＣＦ２ＣＦ２－（ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２）ｎ－Ｆ［当該式中、ｎは
繰り返し数を表す。）、－（ＯＣＦ２）ｎ－（ＯＣＦ２ＣＦ２）ｍＦ（当該式中、ｎ、及
びｍは、それぞれ独立して、繰り返し数を表す。］で表されるペルフルオロポリエーテル
基である、請求項２～４のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重体。
【請求項６】
Ｘｂは、－Ｏ－である、請求項２～５のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重合
体。
【請求項７】
Ｒｂ２は、
［１］アルキル基、又は
［２］（メタ）アクリル基を含有する基である、請求項２～６のいずれか１項に記載のフ
ッ素含有ブロック共重合体。
【請求項８】
ｎ１は、１～１０００の範囲内の繰り返し数である、請求項１～７のいずれか１項に記載
のフッ素含有ブロック共重合体。
合体。
【請求項９】
ｎｆは、２～５０の範囲内の繰り返し数である、請求項１～７のいずれか１項に記載のフ
ッ素含有ブロック共重合体。
【請求項１０】
Ｌｍは、結合手である、請求項１～８のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重合
体。
【請求項１１】
２分子以上の請求項１～９のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重合体を含有す
る超分子。
【請求項１２】
請求項１～９のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重合体の会合体である、請求
項１０に記載の超分子。
【請求項１３】
２分子以上の請求項１～９のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重合体が、－（
Ｑｆ）ｎｆ－の側で会合している請求項１１に記載の超分子。
【請求項１４】
溶離液がクロロホルムであるＧＰＣにて測定した分散度（重量平均分子量/数平均分子量
）が１．０～１．２の範囲内である、請求項１０～１２のいずれか１項に記載の超分子。
【請求項１５】
球状の形状を有する、請求項１０～１３のいずれか１項に記載の超分子。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、フッ素含有ブロック共重合体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、タッチパネル等のように、ディスプレイ装置の表面に指で触れて操作する機器が
用いられている。このようなディスプレイ装置の表面は、通常、ガラス又は非晶質の合成
樹脂（例、アクリル樹脂）等の材料で構成されている。しかし、このような材料は撥油性
を有さないので、ディスプレイ装置の表面に指の油脂が付着して、ディスプレイの視認性
が低下するという問題がある。
　このため、油脂付着防止の目的で、撥油性に優れる含フッ素化合物、特にペルフルオロ
ポリエーテル基を含有する含フッ素化合物が、ディスプレイ表面の撥油性コーティング剤
として、用いられている（特許文献１～３）。
　このような含フッ素化合物は、汎用溶剤（フッ素非含有有機溶媒）への溶解性が低いの
で、ディスプレイ表面に塗工する場合には、高価なフッ素含有有機溶媒に溶解させる必要
がある。
　しかし、近年、タブレット又はスレートコンピューターの普及により、指で触れて操作
するディスプレイ表面の面積が大きくなり、そのコーティングに必要な含フッ素化合物及
び高価な含フッ素溶剤の使用量も増加している。
　このため、フッ素を含有せず、安価な汎用溶剤への溶解性が高い含フッ素化合物が求め
られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平９－１５７５８２号公報
【特許文献２】特開平９－１５７３８８号公報
【特許文献３】国際公開第２００３／００２６２８号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　前述のように、従来の、撥油性に優れる含フッ素化合物は、汎用溶剤（フッ素非含有有
機溶媒）への溶解性が低く、一方、従来の、汎用溶剤への溶解性が高い含フッ素化合物は
、撥油性が低いという問題があった。
【０００５】
　従って、本発明は、優れた撥油性及び／又は撥水性と、汎用溶剤（フッ素非含有有機溶
媒）への高い溶解性とを兼ね備えるフッ素含有ブロック共重合体を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、鋭意検討の結果、式（１）：
【化１】

［式中、
Ｑｆは、各出現において、それぞれ独立して、フルオロポリエーテル基を含有する構成単
位を表す。
ｎｆは、１以上の繰り返し数を表す。
Ｌｍは、結合手、又はリンカーを表す。
Ｑは、各出現において、それぞれ独立して、官能基Ａを含有するフッ素非含有構成単位、



(5) JP 2017-203059 A 2017.11.16

10

20

30

40

又は官能基Ａを含有しないフッ素非含有構成単位を表す。
ｎ１は、１以上の繰り返し数を表す。
官能基Ａは、ハロゲン原子、ビニル基、アリル基、ケイヒ酸基、ソルビン酸基、ビニルエ
ーテル基、ビニルエステル基、（メタ）アクリロイル基、シランカップリング基、水酸基
、エポキシ基、チオール基、アミノ基、アルキルアミノ基、ジアルキルアミノ基、アジド
基、リン酸含有基、カルボキシル基、イミダゾリル基、トリアゾリル基、及びテトラゾリ
ル基、又はこれらの前駆体基からなる群より選択される官能基である。Ｅ１、及びＥ２は
、独立して、末端基を表す。］
で表されるフッ素含有ブロック共重合体が、優れた撥油及び撥水性と、汎用溶剤（フッ素
非含有有機溶媒）への高い溶解性とを兼ね備えることを見出し、本発明を完成するに至っ
た。
【０００７】
　すなわち、本発明は、次の態様を含む。
【０００８】
項１．
式（１）：
【化２】

［式中、
Ｑｆは、各出現において、それぞれ独立して、フルオロポリエーテル基を含有する構成単
位を表す。
ｎｆは、１以上の繰り返し数を表す。
Ｌｍは、結合手、又はリンカーを表す。
Ｑは、各出現において、それぞれ独立して、官能基Ａを含有するフッ素非含有構成単位、
又は官能基Ａを含有しないフッ素非含有構成単位を表す。
ｎ１は、１以上の繰り返し数を表す。
官能基Ａは、ハロゲン原子、ビニル基、アリル基、ケイヒ酸基、ソルビン酸基、ビニルエ
ーテル基、ビニルエステル基、（メタ）アクリロイル基、シランカップリング基、水酸基
、エポキシ基、チオール基、アミノ基、アルキルアミノ基、ジアルキルアミノ基、アジド
基、リン酸含有基、カルボキシル基、イミダゾリル基、トリアゾリル基、及びテトラゾリ
ル基、又はこれらの前駆体基からなる群より選択される官能基である。Ｅ１、及びＥ２は
、独立して、末端基を表す。］
で表されるフッ素含有ブロック共重合体。
項２．
Ｑｆは、

【化３】

であり、及び
Ｑは、
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【化４】

であり、
Ｌｂ１は、各出現において、それぞれ独立して、結合手、又はリンカーであり、
ＰＦＰＥｂは、各出現において、それぞれ独立して、フルオロポリエーテル基であり、
Ｘｂは、各出現において、それぞれ独立して、－Ｏ－、－Ｐｈ－、－Ｎ（－ＲＥ）－、又
はカルバゾリレンであり、
ＲＥは、各出現において、それぞれ独立して、有機基であり、
Ｒｂ１は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又はアルキル基であり、
Ｒｂ２は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又は官能基Ａを含有していて
もよい有機基であり、及び
Ｒｂ３は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又はアルキル基である、
項１に記載のフッ素含有ブロック共重合体。
項３．
Ｌｂ１は、式：－（ＯＣｐＨ２ｐ）ｎａ－
［当該式中、
ｐは、各出現において、それぞれ独立して、０～６の整数である。
ｎａは、１～１０００である繰り返し数を表す。］
で表されるリンカーである、項２に記載のフッ素含有ブロック共重合体。
項４．
Ｌｂ１は、－Ｏ－、－Ｏ－ＣＨ２－、又は－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－である、
項３に記載のフッ素含有ブロック共重合体。
項５．
ＰＦＰＥｂは、式：－ＣＦ２ＣＦ２－（ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２）ｎ－Ｆ［当該式中、ｎは
繰り返し数を表す。）、－（ＯＣＦ２）ｎ－（ＯＣＦ２ＣＦ２）ｍＦ（当該式中、ｎ、及
びｍは、それぞれ独立して、繰り返し数を表す。］で表されるペルフルオロポリエーテル
基である、項２～４のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重体。
項６．
Ｘｂは、－Ｏ－である、項２～５のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重合体。
項７．
Ｒｂ２は、
［１］アルキル基、又は
［２］（メタ）アクリル基を含有する基である、項２～６のいずれか１項に記載のフッ素
含有ブロック共重合体。
項８．
ｎ１は、１～１０００の範囲内の繰り返し数である、項１～７のいずれか１項に記載のフ
ッ素含有ブロック共重合体。
合体。
項８．
ｎｆは、２～５０の範囲内の繰り返し数である、項１～７のいずれか１項に記載のフッ素
含有ブロック共重合体。
項９．
Ｌｍは、結合手である、項１～８のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重合体。
項１０．
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２分子以上の項１～９のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重合体を含有する超
分子。
項１１．
項１～９のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重合体の会合体である、項１０に
記載の超分子。
項１２．
２分子以上の項１～９のいずれか１項に記載のフッ素含有ブロック共重合体が、－（Ｑｆ

）ｎｆ－の側で会合している項１１に記載の超分子。
項１３．
溶離液がクロロホルムであるＧＰＣにて測定した分散度（重量平均分子量/数平均分子量
）が１．０～１．２の範囲内である、項１０～１２のいずれか１項に記載の超分子。
項１４．
球状の形状を有する、項１０～１３のいずれか１項に記載の超分子。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、優れた撥油性及び／又は撥水性と、汎用溶剤
（フッ素非含有有機溶媒）への高い溶解性とを兼ね備え、撥油性及び／又は撥水性コーテ
ィング剤として好適に使用することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　1.用語
【００１１】
　本明細書中の記号及び略号は、特に限定のない限り、本明細書の文脈に沿い、本発明が
属する技術分野において通常用いられる意味に理解できる。
　本明細書中、語句「含有する」は、語句「から本質的になる」、及び語句「からなる」
を包含することを意図して用いられる。
【００１２】
　本明細書中、特に記載が無い限り、数値範囲を表す記号「～」は、その両端の数値が前
記数値範囲に含まれることを意図して用いられる。
【００１３】
　念のために説明するに過ぎないが、本明細書中、「繰り返し数」は、１であってもよい
。すなわち、繰り返し数を付加された構成単位は、必ずしも繰り返して出現しなくても良
い。
【００１４】
　本明細書中、「結合すること」は、共有結合すること、イオン結合すること、静電結合
すること、及び吸着することを包含する。
　本明細書中、用語「反応性」（reactivity）は、「吸着性」（adsorptivity）を包含す
ることを意図して用いられ得る。
　本明細書中、用語「反応性（の）」（reactive）は、「吸着性(の)」（adsorptive）を
包含することを意図して用いられ得る。
【００１５】
　本明細書中、接尾語「フルオロ」は、通常理解される通り、炭素原子に結合している１
個以上の水素原子がフッ素原子に置換されていることを意味することができる。
　本明細書中、接尾語「ペルフルオロ」は、通常理解される通り、炭素原子に結合してい
る全ての水素原子がフッ素原子に置換されていることを意味することができる。すなわち
、「フルオロ」は、「ペルフルオロ」を包含する。本明細書中、特に記載の無い場合、「
フルオロ」の好適な例は、「ペルフルオロ」を包含する。
【００１６】
　本明細書中、特に記載が無い限り、「ペルフルオロポリエーテル基」とは、１個以上の
炭素－炭素結合にエーテル性酸素原子が挿入されたペルフルオロアルキル基を意味する。
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本明細書中、ペルフルオロポリエーテル基を、略号：ＰＦＰＥで表す場合がある。
【００１７】
　本明細書中、特に記載が無い限り、「ペルフルオロアルキル基」としては、例えば、炭
素数１～１２（好ましくは１～６、より好ましくは１～３のペルフルオロアルキル基が挙
げられる。
　当該「ペルフルオロアルキル基」は、直鎖状であっても、分枝鎖状であってもよいが、
好ましくは、直鎖状である。
　また、当該「ペルフルオロアルキル基」は、アルキル基の全ての水素原子がフッ素原子
で置換された基であってもよく、アルキル基の末端の１個の水素原子以外の全ての水素原
子がフッ素原子で置換された基であってもよいが、特に記載の無い限り、好ましくは、ア
ルキル基の全ての水素原子がフッ素原子で置換された基である。
【００１８】
　本明細書中、「ペルフルオロアルキレン鎖」は、アルキレン鎖の全ての水素原子がフッ
素原子で置換された基である。特に記載が無い限り、「ペルフルオロアルキレン鎖」とし
ては、例えば、炭素数１～１２（好ましくは１～６、より好ましくは１～３のペルフルオ
ロアルキレン鎖が挙げられる。
　当該「ペルフルオロアルキレン鎖」は、直鎖状であっても、分枝鎖状であってもよいが
、好ましくは、直鎖状である。
【００１９】
　本明細書中、ペルフルオロポリエーテル基の例は、鎖（（α１－３β１－３）ｎ）を有
する基［ここで、当該鎖（（α１－３β１－３）ｎ）は、２個以上の構成単位（α１－３

β１－３）が連結している鎖であり、及び当該構成単位（α１－３β１－３）は、炭素数
１～２のオキシペルフルオロアルキレン基の少なくとも１種からなる基（α）の１～３個
と、炭素数３～６のオキシペルフルオロアルキレン基の少なくとも１種からなる基（β）
の１～３個とを有する構成単位である。］を包含する。
【００２０】
　前記構成単位（α１－３β１－３）中の基（α）及び基（β）の順は特に限定されない
。例えば、基（α）が２個存在する場合、２個の基（α）は、直接結合していてもよく、
少なくとも１個の基（β）を介して連結していてもよい。
【００２１】
　前記構成単位（α１－３β１－３）の一方の端部が基（α）であり、他方の端部が基（
β）である場合、前記鎖（（α１－３β１－３）ｎ）においては、２個以上の構成単位（
α１－３β１－３）が、当該構成単位間で基（α）と基（β）とが交互に配置されるよう
に連結していること、言い換えると、隣接する２個以上の構成単位（α１－３β１－３）
が頭－尾構造（ヘッド　ツー　テイル構造）を構成するように結合していることが好まし
い。
【００２２】
　このペルフルオロポリエーテル基の好ましい態様は、具体的には、下式（Ａ）で表され
る。
【００２３】
　Ｒｆ－Ｏ－［（Ｒｆ１Ｏ）ｘ１（Ｒｆ２Ｏ）ｘ２（Ｒｆ３Ｏ）ｘ３（Ｒｆ４Ｏ）ｘ４（
Ｒｆ５Ｏ）ｘ５（Ｒｆ６Ｏ）ｘ６］ｎ－β　・・・（Ａ）
【００２４】
　ここで、式（Ａ）中の記号は以下の通りである。
　ｎは、２以上の整数である。
　ｘ１、及びｘ２は、それぞれ独立して０～３の整数であり；且つｘ１及びｘ２の合計は
１～３の整数である。
　ｘ３、ｘ４、ｘ５、及びｘ６は、それぞれ独立して０～３の整数であり：且つｘ３、ｘ
４、ｘ５、及びｘ６の合計は、１～３の整数である。
　Ｒｆ１は、炭素数１のペルフルオロアルキレン基である。
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　Ｒｆ２は、炭素数２のペルフルオロアルキレン基である。
　Ｒｆ３は、炭素数３のペルフルオロアルキレン基である。
　Ｒｆ４は、炭素数４のペルフルオロアルキレン基である。
　Ｒｆ５は、炭素数５のペルフルオロアルキレン基である。
　Ｒｆ６は、炭素数６のペルフルオロアルキレン基である。
【００２５】
　Ｒｆは、炭素数１～６のペルフルオロアルキル基、又はエーテル性酸素原子を有する炭
素数２～６のペルフルオロアルキル基である。
【００２６】
　ｎは、１以上の整数である。ｎの上限は４５が好ましい。ｎは、４～４０が好ましく、
５～３５が特に好ましい。
【００２７】
　構成単位（αβ）において、基（α）及び基（β）の結合順序は限定されない。すなわ
ち、基（α）及び基（β）がランダムに配置されてもよく、基（α）及び基（β）が交互
に配置されてもよく、複数の同じ基からなるブロックの２以上が連結してもよい。
【００２８】
　単位（αβ）としては、下記：
（ＣＦ２ＣＦ２Ｏ－ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２Ｏ）、
（ＣＦ２ＣＦ２Ｏ－ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２Ｏ）、
（ＣＦ２ＣＦ２Ｏ－ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２Ｏ）、
（ＣＦ２ＣＦ２Ｏ－ＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２Ｏ）、及び
（ＣＦ２ＣＦ２Ｏ－ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２Ｏ）
が例示される。
【００２９】
　「ペルフルオロポリエーテル基」は、好ましくは、
式：－（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａ－
［式中、
ｐは、各出現において、それぞれ独立して、１～６の整数である。
ｎａは、繰り返し数を表す。］
で表される部分を有する。
【００３０】
　式：ＣｐＦ２ｐＯで表される部分は、ｎａ回の繰り返しにおいて、それぞれ独立、言い
換えると、同一又は異なっていてもよい。
【００３１】
　ｎａで表される繰り返し数は、１～１０００である。なお、ｎａで表される繰り返し数
は、フッ素含有ブロック共重合体における数平均値であり得る。
【００３２】
　「ペルフルオロポリエーテル基を含有する基」は、好ましくは、次の式（ａ１）で表さ
れる基である。
【００３３】
　式：Ｘｒａ－（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａ－Ｙｒａ－Ｌａ－　　（ａ１）
［式中、
Ｘｒａは、フッ素、又はＲｆ－Ｏ－（Ｒｆは、炭素数１～８のペルフルオロアルキル基を
表す。）を表す。
ｐは、各出現において、それぞれ独立して、１～６の整数を表す。
ｎａは、１～１０００である繰り返し数を表す。
Ｙｒａは、炭素数１～６のペルフルオロアルキレン鎖を表す。
Ｌａは、リンカーを表す。］
【００３４】
　以下に、前記式（ａ１）中の記号を説明する。
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【００３５】
　Ｘｒａは、好ましくは、フッ素、又はＣＦ３－Ｏ－である。
【００３６】
　ｐは、各出現において、それぞれ独立して、好ましくは、２～３の整数である。
【００３７】
　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、好ましくは、－ＣＦ２－ＣＦ２－ＣＦ２

－Ｏ－、－ＣＦ（－ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ－、－ＣＦ２－Ｏ－、－ＣＦ２－ＣＦ２－Ｏ－
、及び－ＣＦ（－ＣＦ３）－Ｏ－からなる群より選択される１種以上の構成単位からなる
。
【００３８】
　ｎａは、好ましくは１～５００、より好ましくは５～１５０である。
【００３９】
　Ｙｒａは、好ましくは、式：
－（ＣＦ２）ｆａ－ＣＦ（－Ｚａ）－（ＣＦ２）ｇａ－
［式中、
ｆａ、及びｇａは、それぞれ独立して、０以上の整数である繰り返し数を表す。かつ、ｆ
ａ、及びｇａの合計は０～５の整数である。
Ｚａは、フッ素、又は－ＣＦ３を表す。］
で表される基であり、より好ましくは、－ＣＦ２－、－ＣＦ２－ＣＦ２－、又は－ＣＦ（
－ＣＦ３）－である。
【００４０】
　式：－（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａ－で表される部分において好ましくは、
（１）式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ２－ＣＦ２－ＣＦ２－Ｏ－か
らなり、かつ
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１００の繰り返し数であるか；
（２）式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ２－Ｏ－、及び－ＣＦ２－Ｃ
Ｆ２－Ｏ－からなり、かつ
　　　ｎａは、２～１０００、好ましくは５～１５０の繰り返し数であるか；
（３）式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ（－ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ－
からなり、かつ
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１００の繰り返し数であるか；又は
（４）式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ（－ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ－
及び－ＣＦ２－Ｏ－からなり、かつ
　　　ｎａは、２～１０００、好ましくは５～１５０の繰り返し数である。
【００４１】
　式：Ｘｒａ－（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａ－Ｙｒａ－で表される部分は、好ましくは、
（１）Ｘｒａは、フッ素、又はＲｆ－Ｏ－（Ｒｆは、炭素数１～８のペルフルオロアルキ
ル基）、好ましくは、フッ素であり、
　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ２－ＣＦ２－ＣＦ２－Ｏ－か
らなり、
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１００の繰り返し数であり、かつ
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ２－ＣＦ２－であるか；
（２）Ｘｒａは、フッ素、又はＲｆ－Ｏ－（Ｒｆは、炭素数１～８のペルフルオロアルキ
ル基）、好ましくは、ＣＦ３－Ｏ－であり、
　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ２－Ｏ－、及び－ＣＦ２－Ｃ
Ｆ２－Ｏ－からなり、
　　　ｎａは、２～１０００、好ましくは５～１５０の繰り返し数であり、かつ
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ２－であるか；
（３）Ｘｒａは、フッ素、又はＲｆ－Ｏ－（Ｒｆは、炭素数１～８のペルフルオロアルキ
ル基）、好ましくは、ＣＦ３－Ｏ－であり、
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　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ（－ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ－
からなり、
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１００の繰り返し数であり、かつ
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ（－ＣＦ３）－であるか；又は
（４）Ｘｒａは、フッ素、又はＲｆ－Ｏ－（Ｒｆは、炭素数１～８のペルフルオロアルキ
ル基）、好ましくは、ＣＦ３－Ｏ－であり、
　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ（－ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ－
、及び－ＣＦ２－Ｏ－からなり、
　　　ｎａは、２～１０００、好ましくは５～１５０の繰り返し数であり、かつ
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ２－である。
【００４２】
　Ｌａは、好ましくは、単結合、又は主鎖の原子数が１～６（より好ましくは１～５、２
～５、１～４、又は２～４）であるリンカーである。
　このようなリンカーとしては、例えば、単結合、－ＣＨ２－、－ＣＨ２－Ｏ－、－ＣＨ

２－Ｏ－ＣＨ２－、－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－、－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－、－Ｃ（＝Ｏ）－ＮＨ
－、－ＣＨ２－Ｏ－Ｃ（＝Ｏ）－、及び－ＣＨ２－（Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２）ｎｋ１－（ｎ
ｋ１は１～１０である。）が挙げられる。
なかでも、好ましくは、－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－、又は－ＣＨ２－である。ここ
で、好ましくは、これらの部分構造の記載の左端の原子がペルフルオロポリエーテル基に
結合する。
【００４３】
　前記「ペルフルオロポリエーテル基を含有する基」は、特に好ましくは、
（１）式（ａ１）において、
　　　Ｘｒａは、フッ素であり、
　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ２－ＣＦ２－ＣＦ２－Ｏ－か
らなり、
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１００の繰り返し数であり、
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ２－ＣＦ２－であり、かつ
　　　Ｌａは、－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－である基；
（２）式（ａ１）において、
　　　Ｘｒａは、ＣＦ３－Ｏ－であり、
　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ２－Ｏ－、及び－ＣＦ２－Ｃ
Ｆ２－Ｏ－からなり、
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１５０の繰り返し数であり、
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ２－であり、かつ
　　　Ｌａは、－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－である基；
（３）式（ａ１）において、
　　　Ｘｒａは、ＣＦ３－Ｏ－であり、
　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ（－ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ－
からなり、
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１００の繰り返し数であり、
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ（－ＣＦ３）－であり、かつ
　　　Ｌａは、－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－である基；
（４）式（ａ１）において、
　　　Ｘｒａは、ＣＦ３－Ｏ－であり、
　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ（－ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ－
及び－ＣＦ２－Ｏ－からなり、
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１５０の繰り返し数であり、
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ２－であり、かつ
　　　Ｌａは、－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－である基；
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（５）式（ａ１）において、
　　　Ｘｒａは、フッ素であり、
　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ２－ＣＦ２－ＣＦ２－Ｏ－か
らなり、
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１００の繰り返し数であり、
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ２－ＣＦ２－であり、かつ
　　　Ｌａは、－ＣＨ２－である基；
（６）式（ａ１）において、
　　　Ｘｒａは、ＣＦ３－Ｏ－であり、
　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ２－Ｏ－、及び－ＣＦ２－Ｃ
Ｆ２－Ｏ－からなり、
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１５０の繰り返し数であり、
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ２－であり、かつ
　　　Ｌａは、－ＣＨ２－である基；
（７）式（ａ１）において、
　　　Ｘｒａは、ＣＦ３－Ｏ－であり、
　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ（－ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ－
からなり、
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１００の繰り返し数であり、
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ（－ＣＦ３）－であり、かつ
　　　Ｌａは、－ＣＨ２－である基；又は
（８）式（ａ１）において、
　　　Ｘｒａは、ＣＦ３－Ｏ－であり、
　　　式：（ＣｐＦ２ｐＯ）ｎａで表される部分は、－ＣＦ（－ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ－
及び－ＣＦ２－Ｏ－からなり、
　　　ｎａは、１～１０００、好ましくは５～１５０の繰り返し数であり、
　　　Ｙｒａは、－ＣＦ２－であり、かつ
　　　Ｌａは、－ＣＨ２－である基
である。
【００４４】
　本明細書中、特に記載が無い限り、「アルキル基」としては、例えば、炭素数１～１２
（好ましくは１～６、より好ましくは１～３、更に好ましくは１）のアルキル基（例、メ
チル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基）が挙げられる。当該「アルキル基」は
、直鎖状であっても、分枝鎖状であってもよいが、好ましくは、直鎖状である。
【００４５】
　本明細書中、特に記載が無い限り、「アルキレン鎖」としては、例えば、炭素数１～１
２（好ましくは１～６；より好ましくは１、２、又は３）の、直鎖状、又は分枝鎖状のア
ルキレン鎖が挙げられる。
【００４６】
　本明細書中、特に記載が無い限り、「アルカノイル基」としては、例えば、炭素数２～
１３（好ましくは２～７、より好ましくは２～４、更に好ましくは２）のアルカノイル基
が挙げられる。
　「アルカノイル基」は、一般式：ＲＣＯ－（Ｒは、アルキル基を表す。）で表される基
である。
　当該「アルカノイル基」は、直鎖状であっても、分枝鎖状であってもよいが、好ましく
は、直鎖状である。
【００４７】
　本明細書中、特に記載が無い限り、「シランカップリング基」としては、例えば、
(a)式：Ｓｉ（－Ｒｓ）ｍ（－ＯＲｓ）３－ｍ－
［式中、
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Ｒｓは、アルキル基を表す。及び
ｍは、０～２の整数を表す。］
で表されるアルコキシシラン基（シリルエーテル基）；
(b)式：Ｓｉ（－Ｒｓ）ｍ（－ＯＣＯＲｓ）３－ｍ－
［式中、
Ｒｓは、アルキル基を表す。及び
ｍは、０～２の整数を表す。］
で表されるアルキルカルボキシルシラン基；
(c)式：Ｓｉ（－Ｒｓ）ｍ（－Ｘ）３－ｍ－
［式中、
Ｘは、ハロゲン原子を表す。
Ｒｓは、アルキル基を表す。及び
ｍは、０～２の整数を表す。］
で表されるハロゲン化シラン基；及び
(d)式：Ｓｉ（－Ｒｓ）ｍ（－ＲＮ）３－ｍ－
［式中、
ＲＮは、－ＮＲｓ

２又は－ＮＨＲｓを表す
Ｒｓは、アルキル基を表す。及び
ｍは、０～２の整数を表す。］
で表されるシラザン基が挙げられる。本明細書中、かかるシランカップリング基を、単に
Ｚ－で表す場合がある。
【００４８】
　本明細書中、「有機基」は炭素を含有する基を意味する。
【００４９】
　2.フッ素含有ブロック共重合体
【００５０】
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、
式（１）：

【化５】

［式中、
Ｑｆは、各出現において、それぞれ独立して、フルオロポリエーテル基を含有する構成単
位を表す。
ｎｆは、１以上の繰り返し数を表す。
Ｌｍは、結合手、又はリンカーを表す。
Ｑは、各出現において、それぞれ独立して、官能基Ａを含有するフッ素非含有構成単位、
又は官能基Ａを含有しないフッ素非含有構成単位を表す。
ｎ１は、１以上の繰り返し数を表す。
官能基Ａは、ハロゲン原子、ビニル基、アリル基、ケイヒ酸基、ソルビン酸基、ビニルエ
ーテル基、ビニルエステル基、（メタ）アクリロイル基、シランカップリング基、水酸基
、エポキシ基、チオール基、アミノ基、アルキルアミノ基、ジアルキルアミノ基、アジド
基、リン酸含有基、カルボキシル基、イミダゾリル基、トリアゾリル基、及びテトラゾリ
ル基、又はこれらの前駆体基からなる群より選択される官能基である。Ｅ１、及びＥ２は
、独立して、末端基を表す。］
で表される化合物である。
【００５１】
　以下に、式（１）中の記号を説明する。
【００５２】
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　好ましくは、Ｑｆは、
【化６】

である。
　Ｌｂ１は、各出現において、それぞれ独立して、結合手、又はリンカーであり、及び
ＰＦＰＥｂは、各出現において、それぞれ独立して、フルオロポリエーテル基である。
【００５３】
　Ｌｂ１は、好ましくは、式：－（ＯＣｐＨ２ｐ）ｎａ－
［当該式中、
ｐは、各出現において、それぞれ独立して０～６の整数である。
ｎａは、繰り返し数（例、１～１０００、１～１００、１～１０、１～５、１～４、１～
３、１～２、３、２、又は１である繰り返し数）を表す。］
で表されるリンカーである。
【００５４】
　Ｌｂ１は、より好ましくは－Ｏ－、－Ｏ－ＣＨ２－、又は－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ－
ＣＨ２－である。
【００５５】
　ＰＦＰＥｂで表される「フルオロポリエーテル基」は、好ましくはペルフルオロポリエ
ーテル基である。
　ＰＦＰＥｂで表される「フルオロポリエーテル基」は、例えば、
式：－（ＯＣｐＦ２ｐ）ｎ－
［当該式中、ｐは、各出現において、それぞれ独立して、１～６の整数である。
ｎａは、繰り返し数（例、１～１０００、１～１００、１～１０、１～５、１～４、１～
３、１～２、３、２、又は１である繰り返し数）を表す。］
で表されるペルフルオロポリエーテル基である。
　ＰＦＰＥｂで表される「フルオロポリエーテル基」は、好ましくは、例えば、式：－Ｃ
Ｆ２ＣＦ２－（ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２）ｎ－Ｆ［当該式中、ｎは繰り返し数（例、１～１
０００、１～１００、１～１０、１～５、１～４、１～３、１～２、３、２、又は１であ
る繰り返し数）を表す。）、－（ＯＣＦ２）ｎ－（ＯＣＦ２ＣＦ２）ｍＦ［当該式中、ｎ
、及びｍは、それぞれ独立して、繰り返し数（例、１～１０００、１～１００、１～１０
、１～５、１～４、１～３、１～２、３、２、又は１である繰り返し数）を表す。］で表
されるペルフルオロポリエーテル基である
　ＰＦＰＥｂで表される「フルオロポリエーテル基」の数平均分子量の下限は、高い撥油
性及び撥水性を得る観点からは、好ましくは約３００、より好ましくは約５００、約８０
０、又は約１０００である。
【００５６】
　当該「フルオロポリエーテル基」の数平均分子量の上限は、汎用溶剤（フッ素非含有有
機溶媒）への高い溶解性を得る観点からは、好ましくは約１００，０００、より好ましく
は約５０，０００、更に好ましくは、約１０，０００、約４０００、約３０００、約２５
００、約２０００、又は約１５００である。
【００５７】
　ＰＦＰＥｂは、好ましくは式：－ＣＦ２ＣＦ２－（ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２）ｎ－Ｆ［当
該式中、ｎは繰り返し数を表す。）、－（ＯＣＦ２）ｎ－（ＯＣＦ２ＣＦ２）ｍＦ（当該
式中、ｎ、及びｍは、それぞれ独立して、繰り返し数を表す。］で表されるペルフルオロ
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ポリエーテル基である。
【００５８】
　ｎｆは、好ましくは２～５０、３～３０、５～２０、又は５～１５である。
【００５９】
　好ましくは、Ｑは、
【化７】

である。
　Ｘｂは、各出現において、それぞれ独立して、－Ｏ－、－Ｐｈ－、－Ｎ（－ＲＥ）－、
又はカルバゾリレンであり、
ＲＥは、各出現において、それぞれ独立して、有機基であり、
Ｒｂ１は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又はアルキル基であり、
Ｒｂ２は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又は官能基Ａを含有していて
もよい有機基であり、及び
Ｒｂ３は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又はアルキル基である。
【００６０】
　Ｘｂは、好ましくは－Ｏ－である。
【００６１】
　Ｒｂ２は、好ましくは
［１］アルキル基、又は
［２］（メタ）アクリル基を含有する基であり、及び
より好ましくはアルキル基である。
【００６２】
　ｎ１は、好ましくは１～１０００の範囲内の繰り返し数である。
合体。
【００６３】
ｎｆは、好ましくは２～５０の範囲内の繰り返し数である。
【００６４】
　Ｑは、各出現において、それぞれ独立して、官能基Ａを含有する構成単位（以下、構成
単位Ｑｂと称する場合がある。）、又は官能基Ａを含有しない構成単位（以下、構成単位
Ｑｍと称する場合がある。）を表す。
【００６５】
　ｎ１は、Ｑで表される構成単位の繰り返し数であり、１以上の整数である。
　ｎ１は、好ましくは１以上、２以上、３以上、４以上、又は５以上である。
　ｎ１は、好ましくは１０００以下、５００以下、３００以下、又は２００以下である。
　ｎ１は、好ましくは１～１０００、２～５００、３～３００、又は５～２００である。
【００６６】
　構成単位Ｑｂの繰り返し数は、好ましくは０、１以上、２以上、３以上、又は４以上で
ある。
　構成単位Ｑｂの繰り返し数は、好ましくは１０００以下、５００以下、３００以下、２
００以下、１５０以下、又は１００以下である。
　構成単位Ｑｂの繰り返し数は、好ましくは１～１０００、２～５００、３～３００、２
～２００、３～１５０、又は４～１００である。
【００６７】
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　構成単位Ｑｍの繰り返し数は、好ましくは２以上、３以上、又は４以上である。
　構成単位Ｑｍの繰り返し数は、好ましくは１０００以下、５００以下、３００以下、２
００以下、１５０以下、又は１００以下である。
　構成単位Ｑｍの繰り返し数は、好ましくは１～１０００、２～５００、３～３００、２
～２００、３～１５０、又は４～１００である。
【００６８】
　式（１）中の式：
【化８】

で表される部分は、構成単位Ｑｂのみから構成されていてもよく、構成単位Ｑｍのみから
構成されていてもよく、又は構成単位Ｑｂと構成単位Ｑｍとから構成されていてもよい。
【００６９】
　構成単位Ｑｂと構成単位Ｑｍとは、それぞれがブロックを形成していてもよく、ランダ
ムに結合していてもよい。
【００７０】
　Ｑは、好ましくは、式：
【化９】

で表される構成単位である。
【００７１】
　Ｒｂ１は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又はアルキル基を表す。
　Ｒｂ１は、好ましくは水素原子である。
【００７２】
　Ｒｂ２は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又は官能基Ａを含有してい
てもよい有機基を表す。
【００７３】
　すなわち、Ｒｂ２は、ｎ１回の出現において、それぞれ独立して、水素原子、官能基Ａ
を含有する有機基、又は官能基Ａを含有しない有機基である。
【００７４】
　以下、Ｒｂ２が官能基Ａを含有する有機基である、式：

【化１０】

で表される構成単位を構成単位Ｂと略称する場合がある。
【００７５】
　一方、以下、Ｒｂ２が水素原子、又は官能基Ａを含有しない有機基である、式：
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【化１１】

で表される構成単位を、構成単位Ｍと略称する場合がある。
【００７６】
　Ｒｂ２で表される「官能基Ａを含有する有機基」は、好ましくは、官能基Ａがリンカー
を介して、又は直接Ｘｂに結合する基である。
【００７７】
　Ｒｂ２で表される「官能基Ａを含有する有機基」における官能基Ａは、ハロゲン原子、
ビニル基、アリル基、ケイヒ酸基、ソルビン酸基、ビニルエーテル基、ビニルエステル基
、（メタ）アクリロイル基、シランカップリング基、水酸基、エポキシ基、チオール基、
アミノ基、アルキルアミノ基、ジアルキルアミノ基、アジド基、リン酸含有基、カルボキ
シル基、イミダゾリル基、トリアゾリル基、及びテトラゾリル基、又はこれらの前駆体基
からなる群より選択される官能基である。
【００７８】
　官能基Ａの好適な具体例は、本発明のフッ素含有ブロック共重合体が結合する対象であ
る物質によって異なる。本明細書中、この「物質」を物質Ｂと称する場合がある。当業者
が容易に理解する通り、物質Ｂは、物質Ｂ以外の物質と共存していてもよい。
　物質Ｂの例は、化合物、及び金属を包含する。
　本明細書中、本発明のフッ素含有ブロック共重合体が結合する対象である化合物を化合
物Ｂと称する場合がある。
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体が結合する対象である金属を金属Ｂと称する場合
がある。
　化合物Ｂ、及び金属Ｂは、物質Ｂの一部、又は全部であることができる。
【００７９】
　物質Ｂは、好ましくは、例えば、官能基Ａに反応的な官能基を有する化合物、或いは当
該化合物を含有する物質である。
　官能基Ａと物質Ｂとの組み合わせの好適な例は、以下の組み合わせを包含する。
【００８０】
　組み合わせ１
　官能基Ａが、水酸基であり；且つ
物質Ｂが、
(1)水酸基、フェノキシ基、イソシアネート基、エポキシ基、アクリル基、カルボキシル
基、フルオロ基、クロロ基、ブロモ基、ヨード基、アジリジニル基、オキセタニル基、カ
ーボネート基、環状エステル基、環状アミド基、トシル基、メシル基、トリフラート基、
及びリン酸含有基からなる群より選択される１種、若しくは２種以上の官能基を有する化
合物、
(1)スルホン酸フッ化物、
(1)酸無水物
(1)酸ハライド、及び
(1)金属（例、銅、アルミニウム、鉄、マグネシウム、ニッケル）、若しくはこれに対応
する金属酸化物
からなる群より選択される１種、又は２種以上の化合物、或いは
これを含有する物質である
組み合わせ
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【００８１】
　組み合わせ２
　官能基Ａが、エポキシ基であり；且つ
物質Ｂが、
(1)水酸基、フェノキシ基、チオ基、アミノ基、カルボシリル基、カルボボリル基、イソ
シアネート基、エポキシ基、アクリル基、カルボキシル基、フルオロ基、クロロ基、ブロ
モ基、ヨード基、アジリジニル基、オキセタニル基、カーボネート基、環状エステル基、
環状アミド基、トシル基、メシル基、トリフラート基、及びリン酸含有基からなる群より
選択される１種、若しくは２種以上の官能基を有する化合物、
(1)スルホン酸フッ化物、
(1)酸無水物、
(1)酸ハライド、又は
(1)メルドラム酸、若しくはその誘導体からなる群より選択される１種、又は２種以上の
化合物、或いは
これを含有する物質である
組み合わせ
【００８２】
　組み合わせ３
　官能基Ａが、アミノ基であり；且つ
物質Ｂが、
(1)イソシアネート基、エポキシ基、アクリル基、カルボキシル基、フルオロ基、クロロ
基、ブロモ基、ヨード基、アジリジニル基、オキセタニル基、カーボネート基、環状エス
テル基、環状アミド基、トシル基、メシル基、トリフラート基、リン酸含有基、及びアミ
ド基からなる群より選択される１種、若しくは２種以上の官能基を有する化合物、
(1)スルホン酸フッ化物、
(1)酸無水物、
(1)酸ハライド、及び
(1)金属（例、銅、アルミニウム、鉄、マグネシウム、ニッケル）、若しくはこれに対応
する金属酸化物
からなる群より選択される１種、又は２種以上の化合物、或いは
これを含有する物質である
組み合わせ
【００８３】
　組み合わせ４
　官能基Ａが、水酸基、チオール基、アミノ基、リン酸含有基、カルボキシル基、イミダ
ゾリル基、トリアゾリル基、及びテトラゾリル基、並びにこれらの誘導基（例、ベンゾト
リアゾリル基）からなる群より選択される官能基であり；且つ
物質Ｂが、金属（例、銅、アルミニウム、鉄、マグネシウム、ニッケル）、若しくはこれ
に対応する金属酸化物、或いは
これを含有する物質である
組み合わせ
【００８４】
　組み合わせ５
　官能基Ａが、アリル基、ケイヒ酸基、ソルビン酸基、又はＣＨ２＝ＣＲｘ－Ｃ（＝Ｏ）
－（Ｒｘは、水素、メチル基、塩素、又はフッ素を表す。）（例、（メタ）アクリロイル
基）であり、より好ましくは、（メタ）アクリロイル基であり；及び物質Ｂが当該材料が
非晶質の合成樹脂（例、アクリル樹脂）である組み合わせ
【００８５】
　組み合わせ６
　官能基Ａが、シランカップリング基（より好ましくはシラザン基）であり；及び物質Ｂ
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がガラスである組み合わせ
【００８６】
　本明細書中、「リン酸含有基」の例は、
リン酸エステル基［－Ｏ－Ｐ（＝Ｏ）（－ＯＲ）２、－Ｐ（＝Ｏ）（－ＯＲ）２］、
リン酸基［－Ｏ－Ｐ（＝Ｏ）（－ＯＨ）２、－Ｐ（＝Ｏ）（－ＯＨ）２］、及び
リン酸クロリド基［－Ｏ－Ｐ（＝Ｏ）（－Ｃｌ）２、－Ｐ（＝Ｏ）（－Ｃｌ）２］
（これらの式中、Ｒは、有機基を表す。）
を包含する。
【００８７】
　前記「リンカー」は、好ましくは、主鎖の原子数が１～１６（より好ましくは２～１２
、更に好ましくは４～１０）であるリンカーである。
【００８８】
　例えば、当該「官能基Ａ」がアリル基、ケイヒ酸基、ソルビン酸基又は（メタ）アクリ
ロイル基である場合、当該「リンカー」は、好ましくは、
(a)　－（ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ）ｎ－（ｎは、２～１０の整数を表す。）、
(b)　－（ＣＨＲｙ）ｎ－Ｏ－、若しくは－（ＣＨＲｙ）ｎ－Ｏ－（ＣＨＲｙ）ｎ－Ｏ－
（ｎは、各出現において、それぞれ独立して、１～４０の整数である繰り返し数を表す。
Ｒｙは、それぞれ独立して、水素、又はメチル基を表す。）、
(c)　－（ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ）ｎ－ＣＯ－ＮＨ－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ－（ｎは、２～１
０の整数を表す。）、
(d)　－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－
(e)　－（ＣＨ２）ｎ－（ｎは１～６の整数を表す。）、又は
(f)　－（ＣＨ２）ｎｋ１－Ｏ－ＣＯＮＨ－（ＣＨ２）ｎｋ２－（ｎｋ１は１～８の整数
、好ましくは、２、又は４を表す。ｎｋ２は１～６の整数、好ましくは３を表す。）、又
は
(g)　－Ｏ－（但し、Ｘｂは－Ｏ－ではない）
であり、より好ましくは、－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ－、又は－ＣＨ２

－ＣＨ２－Ｏ－である。
【００８９】
　また、例えば、当該「官能基Ａ」がシランカップリング基である場合、当該「リンカー
」は、好ましくは、
－（ＣＨ２）ｎ－（ｎは１～６の整数である）、又は
－（ＣＨ２）ｎｋ１－Ｏ－ＣＯＮＨ－（ＣＨ２）ｎｋ２－（ｎｋ１は１～８の整数を表す
。ｎｋ２は１～６の整数を表す。）であり、より好ましくは、－（ＣＨ２）２－、又は－
（ＣＨ２）３－である。
【００９０】
　Ｒｂ２で表される「官能基Ａを含有しない有機基」は、例えば、後記の基Ｒｍがリンカ
ーを介して、又は直接Ｘｂに結合する基である。
　当該リンカーは、好ましくは、
(a)　－（ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ）ｎ－（ｎは、２～１０の整数を表す。）、
(b)　－（ＣＨＲｙ）ｎ－Ｏ－、若しくは－（ＣＨＲｙ）ｎ－Ｏ－（ＣＨＲｙ）ｎ－Ｏ－
（ｎは、各出現において、それぞれ独立して、１～４０の整数である繰り返し数を表す。
Ｒｙは、各出現において、それぞれ独立して、水素、又はメチル基を表す。）、
(c)　－（ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ）ｎ－ＣＯ－ＮＨ－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ－（ｎは、２～１
０の整数を表す。）、
(d)　－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－ＣＨ２－、
(e)　－（ＣＨ２）ｎ－（ｎは１～６の整数を表す。）、又は
(f)　－（ＣＨ２）ｎｋ１－Ｏ－ＣＯＮＨ－（ＣＨ２）ｎｋ２－（ｎｋ１は１～８の整数
、好ましくは、２、又は４を表す。ｎｋ２は１～６の整数、好ましくは３を表す。）、又
は
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(g)　－Ｏ－（但し、Ｘｂは－Ｏ－ではない）
である。
【００９１】
　Ｒｍは、好ましくは以下の基である。
【００９２】
　(i)アルキル基
　例：メチル、エチル
【００９３】
　(ii)フッ素で置換されたアルキル基を含有する鎖状基
　例：
【化１２】

【化１３】

【００９４】
　(iii)単環式炭素環、二環式炭素環、三環式炭素環、及び四環式炭素環からなる群より
選択される１個以上の環状部を含有する基
　例：
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【化１４】

【００９５】
　(iv)１個以上（好ましくは１又は２個）のカルボキシ基で置換された炭化水素基を含有
する基
　例：

【化１５】
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【００９６】
　(v)１個以上（好ましくは１個）のアミノ基を含有する基
【００９７】
　(vi)水素
　(vii)イミダゾリウム塩を含有する基
　例：
【化１６】

【００９８】
　Ｒｍは、より好ましくは、水素原子、又はフッ素化されていてもよく、かつエチレン鎖
を介して結合してもよいアルキル基であり、より好ましくは、水素原子、メトキシエチル
基、イソブチル基、又はＲｘ－ＣＦ２－（ＣＦ２）ｎｋ１－（ＣＨ２）ｎｋ２－Ｏ－（Ｃ
Ｈ２）２－（Ｒｘはフッ素原子又は水素原子であり、ｎｋ１は０～６の整数であり、及び
ｎｋ２は１～６の整数である）であり、更に好ましくは、３－（ペルフルオロエチル）プ
ロポキシエチル基［示性式：ＣＦ３－（ＣＦ２）－（ＣＨ２）３－Ｏ－（ＣＨ２）２－］
である。
【００９９】
　Ｒｂ３は、各出現において、それぞれ独立して、水素原子、又はアルキル基を表す。
　Ｒｂ３は、好ましくはメチル基又は水素原子であり、より好ましくは水素原子である
【０１００】
　Ｘｂは、－Ｏ－、－Ｐｈ－、－Ｎ（－ＲＥ）－、又はカルバゾリレンを表す。ここでＲ
Ｅは有機基を表す。
　但し、Ｒｂ２が水素原子である場合、Ｘｂは－Ｐｈ－である。
　Ｘｂは、好ましくは－Ｏ－、－Ｐｈ－、又はカルバゾリレンであり、より好ましくは－
Ｏ－、又は－Ｐｈ－であり、更に好ましくは－Ｏ－である。
【０１０１】
　Ｑｂの例としては、更に、以下の構成単位が挙げられる。
【０１０２】
　(a)式：
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【化１７】

［式中、
ｎは、１～６の整数である繰り返し数を表す。
Ｒｘは、水素、又はメチル基を表す。］
で表される、（メタ）アクリロイル基を有する構成単位
【０１０３】
　例：

【化１８】

【０１０４】
(b)式：
【化１９】

［式中、
ｎは、１～６の整数である繰り返し数を表す。
Ｒｘは、水素、又はメチル基を表す。］
で表される、（メタ）アクリロイル基を有する構成単位
【０１０５】
　例：

【化２０】

【０１０６】
　(c)シランカップリング基を有する構成単位
例：
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【化２１】

（式中、Ｚは、シランカップリング基を表す。）
【０１０７】
　Ｑｍの例としては、更に、以下の構成単位が挙げられる。
　(a)環状部を有する構成単位
　例：

【化２２】

【０１０８】
　Ｑｂの好ましい例としては、以下の構成単位が挙げられる。
　(a1)

【化２３】

［式中、ｎは１～６の整数を表す。
Ｒｂ２は（メタ）クリロイル基を表す。］
　(a2)
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【化２４】

［式中、ｎは、各出現において、それぞれ独立して、１～６の整数を表す。
Ｒｂ２は（メタ）クリロイル基を表す。］
（例、－Ｏ－ＣＨ２ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２ＣＨ２－Ｏ－ＣＯＣ（ＣＨ３）＝ＣＨ２）
　(b)

【化２５】

［式中、ｎは１～６の整数を表す。
Ｒｂ２はシランカップリング基を表す。］
【０１０９】
　Ｑｍの好ましい例としては、以下の構成単位が挙げられる。

【化２６】

［式中、ｎは１～６の整数を表す。
Ｒｂ２はアルキル基を表す。］
【０１１０】
　Ｑｍの具体例としては、更に、以下の環状部を有する構成単位が挙げられる。
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【化２７】

【０１１１】
　Ｅ１は、例えば、式：
Ｒａ１－Ｘａ－Ｃ（－Ｒａ２）（－Ｒａ３）－
［式中、
Ｒａ１は、官能基Ａを含有していてもよい有機基（好ましくは、アルキル基）を表す。
Ｘａは、－Ｏ－、－Ｐｈ－、－Ｎ（－ＲＥ）－（ＲＥは、有機基を表す。）を表す。
Ｒａ２は、アルキル基を表す。
Ｒａ３は、水素原子、又はアルキル基を表す。］
で表される基であることができる。
　当該官能基Ａは、Ｒｂ２についての説明から理解される
【０１１２】
　Ｅ２は、例えば、式：
－Ｘｃ－Ｒｃ

［当該式中、
Ｘｃは、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＮＨ－、又は単結合を表す。
Ｒｃは、官能基Ａを含有していてもよいフッ素非含有有機基、又は水素原子を表す。］
で表される基であることができる。
　当該官能基Ａは、Ｒｂ２についての説明から理解される。
【０１１３】
　Ｅ１は、例えば、後記で説明するフッ素含有ブロック共重合体の製造方法におけるフル
オロポリエーテル基含有カチオン重合開始剤等の開始剤に由来することができる。
　Ｅ２は、例えば、後記で説明するフッ素含有共重合体の製造方法におけるフルオロポリ
エーテル基含有カチオン重合開始剤等の反応停止剤に由来することができる。
【０１１４】
　Ｒａ１は、好適に炭素数１～６のアルキル基であることができる。
　Ｘａは、好適に－Ｏ－であることができる。
　Ｒａ２は、好適に炭素数１～６（好ましくは１～３）のアルキル基であることができる
。
　Ｒａ３は、好適に水素原子であることができる。
【０１１５】
　Ｘｃは、好適に結合手であることができる。
　Ｒｃは、好適に水素原子であることができる。
【０１１６】
　Ｌｍで表されるリンカーは、例えば、１～５原子の鎖長を有するリンカーであることが
できる。
【０１１７】
　Ｌｍは、好ましくは結合手である。
【０１１８】
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、好ましくは、
式（１）において、
Ｑｆは、各出現において、それぞれ独立して、フルオロポリエーテル基含有するビニルエ
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ーテル構成単位であり、
ｎｆは、２～５０であり、
Ｌｍは、結合手であり、及び
Ｑは、官能基Ａを含有するビニルエーテル構成単位、又は官能基Ａを含有しないビニルエ
ーテル構成単位である
フッ素含有ブロック共重合体である。
【０１１９】
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、より好ましくは、
式（１）において、
Ｑｆは、各出現において、それぞれ独立して、式：－ＣＦ２ＣＦ２－（ＯＣＦ２ＣＦ２Ｃ
Ｆ２）ｎ－Ｆ［当該式中、ｎは繰り返し数（例、１～１０００、１～１００、１～１０、
１～５、１～４、１～３、１～２、３、２、又は１である繰り返し数）を表す。）、－（
ＯＣＦ２）ｎ－（ＯＣＦ２ＣＦ２）ｍＦ［当該式中、ｎ、及びｍは、それぞれ独立して、
繰り返し数（例、１～１０００、１～１００、１～１０、１～５、１～４、１～３、１～
２、３、２、又は１である繰り返し数）を表す。］で表されるペルフルオロポリエーテル
基を含有するビニルエーテル構成単位であり、
ｎｆは、５～２０であり、
Ｌｍは、結合手であり、及び
Ｑは、（メタ）アクリル基を含有する基を含有するビニルエーテル構成単位、又は（メタ
）アクリル基を含有する基を含有しないビニルエーテル構成単位である
フッ素含有ブロック共重合体である。
【０１２０】
　3.フッ素含有ブロック共重合体の製造方法
【０１２１】
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、次の工程：
（１Ａ）カチオン重合性フッ素非含有単量体を、カチオン重合開始剤、及びルイス酸の存
在下で、カチオン重合させる工程（工程１Ａ）、
（１Ｂ）工程１Ａに続いて、カチオン重合性フッ素含有単量体をカチオン重合させる工程
（工程１Ｂ）
及び
（２）カチオン重合反応停止剤を用いて、カチオン重合反応を停止させる工程（工程２）
を有する方法で製造することができる。
【０１２２】
　3.1.工程１Ａ
【０１２３】
　3.1.1.カチオン重合開始剤
【０１２４】
　工程１で用いられる「カチオン重合開始剤」（開始種）としては、例えば、
(a)式：
Ｒａ１－Ｘａ－Ｃ（－Ｒａ２）（－Ｒａ３）－Ｏ－ＣＯ－Ｒａ４

［式中、
Ｒａ１は、官能基Ａを含有していてもよい有機基（好ましくは、アルキル基）を表す。
Ｘａは、－Ｏ－、－Ｐｈ－、－Ｎ（－ＲＥ）－（ＲＥは、有機基を表す。）を表す。
Ｒａ２は、アルキル基を表す。
Ｒａ３は、水素原子、又はアルキル基を表す。］
で表される化合物、又は
(b)式：
Ｒａ１－Ｘａ－Ｃ（－Ｒａ２）（－Ｒａ３）－Ｘｃ

［式中、
Ｒａ１は、官能基Ａを含有していてもよい有機基（好ましくは、アルキル基）を表す。
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Ｘａは、－Ｏ－、－Ｐｈ－、－Ｎ（－ＲＥ）－（ＲＥは、有機基を表す。）を表す。
Ｒａ２は、アルキル基を表す。
Ｒａ３は、水素原子、又はアルキル基を表す。］
で表される化合物が挙げられる。
【０１２５】
　当該カチオン重合開始剤は、公知の製造方法、又はこれに準じた製造方法により製造で
きる。
【０１２６】
　工程１の反応系におけるフルオロポリエーテル基含有カチオン重合開始剤の濃度は、０
．１～１０００ｍＭが好ましく、１～１００ｍＭがより好ましい。
【０１２７】
　3.1.2.カチオン重合性フッ素非含有単量体
　工程１Ｂで用いられるカチオン重合性単量体は、構成単位Ｑに対応する単量体である。
【０１２８】
　例えば、当該製造方法で製造するフッ素含有ブロック共重合体の中の、式：
【化２８】

で表される部分（以下、当該部分を部分（ｂ）と称する場合がある。）が、前記構成単位
Ｂのみから構成されているフッ素含有ブロック共重合体を合成する場合は、カチオン重合
性単量体として、式：

【化２９】

［式中、Ｒｂ２は官能基Ａを含有する有機基であり、その他の式中の記号は、前記と同意
義を表す。］
で表される化合物（以下、カチオン重合性単量体Ｂと称する場合がある。）を用いる。
【０１２９】
　構成単位Ｑｂに対応する単量体の好ましい例としては、官能基Ａが保護されている、以
下の化合物が挙げられる。
【０１３０】
　(i)イミド化又はアミド化によって保護された１個以上（好ましくは１個）のアミノ基
を含有するビニルエーテル化合物。
【０１３１】
　当該ビニルエーテル化合物の具体例：
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【化３０】

【０１３２】
　当該ビニルエーテル化合物を用いた場合、重合反応後に、所望により、保護されたアミ
ノ基を脱保護することによって、本発明のフッ素含有ブロック共重合体にアミノ基を導入
することができる。
【０１３３】
　(ii)保護された１個以上（好ましくは１個）の水酸基を含有するビニルエーテル化合物
。
　　当該ビニルエーテル化合物の例（１）：
式：
【化３１】

［当該式中、Ａｌｋは、炭素数１～６のアルキレン鎖を表し、ｎは、１～６の数である繰
り返し数を表し、及びＲｐは保護基を表す。］
で表される化合物。
　当該保護基としては、例えば、アセチル基等が挙げられる。
【０１３４】
　当該ビニルエーテル化合物の例（１）の具体例：

【化３２】

【０１３５】
　当該ビニルエーテル化合物を用いた場合、重合反応後に、所望により、保護された水酸
基を脱保護することによって、本発明のフッ素含有ブロック共重合体に水酸基を導入する
ことができる。
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【０１３６】
　例えば、前記部分（ｂ）が、前記構成単位Ｍのみから構成されているフッ素含有ブロッ
ク共重合体を合成する場合は、カチオン重合性単量体として、式：
【化３３】

［式中、Ｒｂ２は水素原子、又は官能基Ａを含有しない有機基であり、その他の記号は、
前記と同意義を表す。］
で表される化合物（以下、カチオン重合性単量体Ｍと称する場合がある。）を用いる。
【０１３７】
　前記部分（ｂ）が、前記構成単位Ｂ、及び前記構成単位Ｍから構成されているフッ素含
有ブロック共重合体を合成する場合は、カチオン重合性単量体Ｂ、及びカチオン重合性単
量体Ｍを用いればよい。
【０１３８】
　構成単位Ｑｍに対応する単量体の好ましい例としては、官能基Ａを含有しない、以下の
化合物が挙げられる。
【０１３９】
　(a)式：
ＣＨ２＝ＣＨ－Ｏ－Ｒ
［式中、
Ｒは、１価の有機基を表す。但し、当該１価の有機基は、官能基Ａを含有しない。］
で表される化合物。
【０１４０】
　当該化合物としては、以下の化合物が挙げられる。
【０１４１】
　(i)式：

【化３４】

［式中、
ｎは、１～１０の整数を表す。
Ｒ１は、アルキル基を表す。］
で表されるビニルエーテル化合物。
【０１４２】
　当該ビニルエーテル化合物の具体例：
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【化３５】

【０１４３】
　(ii)式：
【化３６】

［式中、
ｎは、１～１０の整数を表す。
Ｒ１は、１個以上のフッ素で置換されたアルキル基を表す。］
で表されるビニルエーテル化合物。
【０１４４】
　当該ビニルエーテル化合物の具体例：
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【化３７】

【０１４５】
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【化３８】

【０１４６】
　(iii)単環式炭素環、二環式炭素環、三環式炭素環、及び四環式炭素環からなる群より
選択される１個以上の環状部を含有するビニルエーテル化合物。
【０１４７】
　当該ビニルエーテル化合物の具体例：

【化３９】
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【０１４８】
　(iv)式：
【化４１】

［式中、
ｎは、１～１０の整数を表す。
Ｒ１は、１個以上（好ましくは１又は２個）のアルコキシカルボニル基で置換された炭化
水素基を表す。］
で表されるビニルエーテル化合物。
　当該「炭化水素基」としては、例えば、
【０１４９】
　当該ビニルエーテル化合物の具体例：
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　当該ビニルエーテル化合物を用いた場合、重合反応後に、所望により、アルコキシカル
ボニル基を加水分解することによって、本発明のフッ素含有ブロック共重合体にカルボキ
シ基を導入することができる。
【０１５０】
　(v)イミダゾリウム塩を含有するビニルエーテル化合物。
【０１５１】
　当該ビニルエーテル化合物の具体例：
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【化４３】

【０１５２】
　(viii)式：

【化４４】

［式中、
Ｘは、水素、又はメチル基を表す。
環Ａはベンゼン、又はナフタレンを表す。
Ｒは、水素、ハロゲン、又は１価の有機基を表す。但し、当該１価の有機基は、－ＯＨ基
、－ＣＯＯＨ基、及び－ＮＨ２基のいずれも含有しない。］
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で表されるアリールビニル誘導体。
【０１５３】
　当該アリールビニル誘導体の具体例：
【化４５】

　(ix)その他の化合物

【化４６】

【０１５４】
　例えば、前記部分（ｂ）が、構成単位Ｂ及びＭから構成されているフッ素含有ブロック
共重合体を合成する場合は、カチオン重合性単量体として、カチオン重合性単量体Ｂ及び
カチオン重合性単量体Ｍを用いる。
【０１５５】
　ここで、前記部分（ｂ）において、構成単位Ｂ及びＭが、それぞれ、ブロックを形成し
ているフッ素含有ブロック共重合体を合成する場合は、カチオン重合性単量体Ｂ及びＭを
逐次的にカチオン重合させる。
　具体的には、第１のカチオン重合性単量体（カチオン重合性単量体Ｂ又はＭ）のみを反
応系に添加して重合反応を開始させ、その重合反応の完了後の反応液へ、第２のカチオン
重合性単量体（カチオン重合性単量体Ｍ又はＢ）を添加すると、リビングカチオン重合の
進行において、カチオンは、常に重合体の末端に存在するので、第２のカチオン重合性単
量体の重合反応が進行する。
【０１５６】
　一方、本発明のフッ素含有ブロック共重合体として、当該部分（ｂ）において、構成単
位Ｂ及びＭが、ランダムに結合しているフッ素含有ブロック共重合体を合成する場合は、
カチオン重合性単量体Ｂ及びＭの両方を反応系に添加して重合反応を開始させる。
【０１５７】
　このようなカチオン重合性単量体Ｂ及びＭは、市販品によって、又は公知の方法で製造
することによって入手できる。
【０１５８】
　前記カチオン重合性単量体の使用量は、目的とするフッ素含有ブロック共重合体の構造
によって適宜決定される。
　当該製造方法では、リビングカチオン重合を採用することにより、前記カチオン重合性
単量体に由来する構成単位の繰り返し数を高度に正確に制御できる。
【０１５９】
　3.1.3.ルイス酸
【０１６０】
　工程１で用いられるルイス酸としては、例えば、後記の式（Ａ１）で表される化合物、
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及び後記の式（Ａ２）で表される化合物が挙げられる。
【０１６１】
　ＡｌＹ１Ｙ２Ｙ３　　　（Ａ１）
（式中、Ｙ１、Ｙ２、及びＹ３は、それぞれ独立して、ハロゲン原子、アルキル基、アリ
ール基、アルコキシ基又はアリールオキシ基を表す。）
で表されるアルミニウム化合物。
【０１６２】
　Ｙ１、Ｙ２、及びＹ３で表される「ハロゲン原子」としては、例えば、塩素、臭素、及
びヨウ素等が挙げられる。
Ｙ１、Ｙ２、及びＹ３で表される「アルキル基」としては、例えば、炭素原子数１～１０
のアルキル基が挙げられる。
Ｙ１、Ｙ２、及びＹ３で表される「アリール基」としては、例えば、炭素数６～１０のア
リール基が挙げられる。
Ｙ１、Ｙ２、及びＹ３で表される「アルコキシ基」としては、例えば、炭素原子数１～１
０のアルコキシ基が挙げられる。
Ｙ１、Ｙ２、及びＹ３で表される「アリールオキシ基」としては、例えば、炭素数６～１
０のアリールオキシ基が挙げられる。
【０１６３】
　式（Ａ１）で表されるアルミニウム化合物として具体的には、例えば、
ジエチルアルミニウムクロライド、ジエチルアルミニウムブロマイド、ジエチルアルミニ
ウムフルオライド、ジエチルアルミニウムアイオダイド、ジイソプロピルアルミニウムク
ロライド、ジイソプロピルアルミニウムブロマイド、ジイソプロピルアルミニウムフルオ
ライド、ジイソプロピルアルミニウムアイオダイド、ジメチルアルミニウムセスキクロラ
イド、メチルアルミニウムクロライド、エチルアルミニウムジクロライド、エチルアルミ
ニウムジブロマイド、エチルアルミニウムジフルオライド、エチルアルミニウムジアイオ
ダイド、イソブチルアルミニウムジクロライド、オクチルアルミニウムジクロライド、エ
トキシアルミニウムジクロライド、ビニルアルミニウムジクロライド、フェニルアルミニ
ウムジクロライド、エチルアルミニウムセスキクロライド、エチルアルミニウムセスキブ
ロマイド、アルミニウムトリクロライド、アルミニウムトリブロマイド、エチルアルミニ
ウムエトキシクロライド、ブチルアルミニウムブトキシクロライド、エチルアルミニウム
エトキシブロマイド等の有機ハロゲン化アルミニウム化合物、及び
ジエトキシエチルアルミニウム等のジアルコキシアルキルアルミニウム、ビス（２，６－
ジ－ｔ－ブチルフェノキシ）メチルアルミニウム、ビス（２，４，６－トリ－ｔ－ブチル
フェノキシ）メチルアルミニウム等のビス（アルキル置換アリロキシ）アルキルアルミニ
ウム等が挙げられる。これらのアルミニウム化合物は、１種を単独で用いてもよく、２種
以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１６４】
　ＭＺ１Ｚ２Ｚ３Ｚ４　　　（Ａ２）
（式中、Ｍは４価のＴｉ又はＳｎを表す。Ｚ１、Ｚ２、Ｚ３、及びＺ４は、それぞれハロ
ゲン原子、アルキル基、アリール基、アルコキシ基又はアリールオキシ基を示す。）
でそれぞれ表される。四価チタニウム又は四価スズ化合物。
【０１６５】
　Ｚ１、Ｚ２、Ｚ３、及びＺ４でそれぞれ表される、「ハロゲン原子」、「アルキル基」
、「アリール基」、「アルコキシ基」、及び「アリールオキシ基」としては、それぞれＹ
１、Ｙ２、及びＹ３について例示したものと同様のものが挙げられる。
【０１６６】
　式（Ａ２）で表される四価チタニウム化合物として具体的には、例えば、
四塩化チタン、四臭化チタン、及び四ヨウ化チタン等のハロゲン化チタン；
チタントリエトキシクロライド、及びチタントリｎ－ブトキシドクロライド等のハロゲン
化チタンアルコキシド；並びに
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チタンテトラエトキシド、及びチタンｎ－ブトキシド等のチタンアルコキシド等が挙げら
れる。
　式（Ａ２）で表される四価スズ化合物として具体的には、例えば、
四塩化スズ、四臭化スズ、四ヨウ化スズ等のハロゲン化スズ等を挙げることができる。
【０１６７】
　これらの四価チタン化合物及び四価スズ化合物は、１種を単独で用いてもよく、２種以
上を組み合わせて用いてもよい。
【０１６８】
　さらに、前記ルイス酸としては、鉄（Ｆｅ）、ガリウム（Ｇａ）、インジウム（Ｉｎ）
、亜鉛（Ｚｎ）、ジルコニウム（Ｚｒ）、ハフニウム（Ｈｆ）、ビスマス（Ｂｉ）、ケイ
素（Ｓｉ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）、又はアンチモン（Ｓｂ）のハロゲン化物；オニウム
塩（例、アンモニウム塩、ホスホニウム塩）；金属酸化物（例、Ｆｅ２Ｏ３、Ｆｅ３Ｏ４

、Ｉｎ２Ｏ３、Ｇａ２Ｏ３、ＺｎＯ、及びＣｏ３Ｏ４等）も挙げられる。
【０１６９】
　前記ルイス酸の使用量は、カチオン重合性単量体／ルイス酸（モル比）が２～１０００
となる量が好ましく、１０～１０００となる量がより好ましい。
【０１７０】
　3.1.4.生長種安定化剤
　また、工程１においては、リビングカチオン重合における生長種を安定化させる目的で
、含酸素又は含窒素化合物を用いてもよい。
【０１７１】
　ここで、生長種とは、伸長中の重合体の末端に存在する活性種（カチオン）を意味する
。
【０１７２】
　当該含酸素又は含窒素化合物としては、例えば、エステル、エーテル、ケトン、イミド
、リン酸化合物、ピリジン誘導体、及びアミンが挙げられる。具体的には、エステルとし
ては、例えば、酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸フェニル、クロロ酢酸メチル、ジクロロ酢
酸メチル、酪酸エチル、ステアリン酸エチル、安息香酸エチル、安息香酸フェニル、フタ
ル酸ジエチル、及びイソフタル酸ジエチルが挙げられる。
【０１７３】
　当該エーテルとしては、例えば、ジエチルエーテル、及びエチレングリコール等の鎖状
エーテル；並びにジオキサン、及びテトラヒドロフラン等の環状エーテルが挙げられる。
　前記ケトンとしては、例えば、アセトン、及びメチルエチルケトンが挙げられる。
　前記イミドとしては、例えば、エチルフタルイミドが挙げられる。
　前記リン酸化合物としては、例えば、トリエチルホスフェートが挙げられる。
　前記ピリジン誘導体としては、例えば、２，６－ジメチルピリジンが挙げられる。
　前記アミンとしては、例えば、トリブチルアミンが挙げられる。
【０１７４】
　これらの化合物は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい
。
【０１７５】
　前記含酸素又は含窒素化合物の使用量は、ルイス酸１モルに対して、０．１～２０００
モルが好ましく、１～２０００モルがより好ましい。
【０１７６】
　当該反応は、バルクで行ってもよいが、好ましくは、溶媒を使用する。
【０１７７】
　溶媒としては、例えば、ｎ－ペンタン、ｎ－ヘキサン、及びシクロヘキサン等の脂肪族
炭化水素；ベンゼン、トルエン、及びキシレン等の芳香族炭化水素；四塩化炭素、塩化メ
チレン、及びジクロロエタン等のハロゲン化炭化水素；ジメチルエーテル等のエーテルが
挙げられる。特に無極性溶媒が好ましい。これらの溶媒は、１種を単独で用いてもよく、
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２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１７８】
　溶媒の使用量は、通常、溶媒：ビニル化合物（容量比）＝１：１～１００：１であり、
好ましくは５：１～３０：１である。
【０１７９】
　反応温度は、通常－８０℃～１５０℃、好ましくは－７８～８０℃である。
【０１８０】
　反応時間は、通常１分～１ヶ月間、好ましくは１分～１００時間である。
【０１８１】
　3.2.カチオン重合性フッ素含有単量体
　工程１Ｂで用いられるカチオン重合性フッ素含有単量体は、構成単位Ｑｆに対応する単
量体である。
　当該カチオン重合性単量体として、例えば、式：
【化４７】

［式中の記号は前記と同意義を表す。］
で表される化合物を用いることができる。
【０１８２】
　工程１Ａの説明から理解されるように、工程１Ｂの反応は、工程１Ａの反応の完了後の
反応液へ、カチオン重合性フッ素含有単量体を添加することにより、実施できる。
　工程１Ｂの反応の条件としては、工程１Ａの反応の条件と同様の条件を採用すればよい
。
【０１８３】
　3.3.工程２
【０１８４】
　3.3.1.カチオン重合反応停止剤
　工程２で用いられる「カチオン重合反応停止剤」は、式：Ｒｃ－Ｘｃ－Ｈ（式中の記号
は前記と同意義を表す。）
で表される化合物であることができる。
【０１８５】
　Ｒｃが水素原子である場合、カチオン重合反応停止剤の好適な一例は、水である。
　Ｒｃが水素原子である場合、カチオン重合反応停止剤の別の好適な一例は、ＬｉＢＨ４

である。
【０１８６】
　カチオン重合反応停止剤の使用量は、反応溶液内で、当該停止剤と重合体の反応末端が
充分に接触することが可能となればよく、使用する量は厳密に規定されるものでは無い。
通常、反応溶媒量の０．０１～１０倍容量であり、好ましくは０．１～１倍容量である。
【０１８７】
　3.4.その他の工程
【０１８８】
　このようにして得られた、本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、必要に応じて、慣
用の方法により精製することができる。
【０１８９】
　このような製造方法により製造された本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、分子量
の均一性が高く、例えば、分散度（重量平均分子量/数平均分子量）が、約２．５～１．
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０の範囲内である。
【０１９０】
　1.超分子
【０１９１】
　本発明の超分子は、２分子以上の、本発明のフッ素含有ブロック共重合体を含有する。
【０１９２】
　本発明の超分子は、好ましくは、本発明のフッ素含有ブロック共重合体の会合体である
。
　当該会合体は、ベシクル、又はミセル等であることができる。
【０１９３】
　本発明の超分子は、２分子以上、好ましくは４分子以上、より好ましくは７分子以上、
及び更に好ましくは１０分子以上の本発明のフッ素含有ブロック共重合体が、会合してい
る超分子である。
【０１９４】
　本発明の超分子が含有する本発明のフッ素含有ブロック共重合体の数は、例えば、１０
００以下、５００以下、２００以下、１００以下、５０以下、又は３０以下であることが
できる。
【０１９５】
　本発明の超分子において、本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、－（Ｑｆ）ｎｆ－
の側で会合していてもよく、－（Ｑ）ｎ１－の側で会合していてもよいが、好ましくは、
－（Ｑｆ）ｎｆ－の側で会合している。
【０１９６】
　本発明の超分子は、溶媒を含有していてもよい。
　本発明の超分子が、溶媒を含有している場合、その含有量は、本発明のフッ素含有ブロ
ック共重合体の１重量部に対して、０．１～１００００００の範囲内であり、より好まし
くは１～１０００００の範囲内であり、及び更に好ましくは２～５００００である。
【０１９７】
　本発明の超分子は、溶離液がクロロホルムであるＧＰＣにて測定した分散度（重量平均
分子量/数平均分子量）が、好ましくは１．０～１．６の範囲内であり、より好ましくは
１．０～１．４の範囲内であり、更に好ましくは１．０～１．２の範囲内であり、及びよ
り更に好ましくは１．０～１．１の範囲内である。
【０１９８】
　本発明の超分子は、好ましくは、略球状（例、球状、回転楕円体、扁球体、葉巻型形状
、星状、及びウニ状）の形状を有する。
【０１９９】
　本発明の超分子は、好ましくは、略球状の中心部分において、前記２分子以上の本発明
のフッ素含有ブロック共重合体が、会合している。
【０２００】
　本発明の超分子は、そのサイズ（直径、又は長径）が、好ましくは１０～１０００ｎｍ
の範囲内であり、より好ましくは２０～５００ｎｍの範囲内であり、及び更に好ましくは
３０～３００ｎｍの範囲内である。
【０２０１】
　1.超分子の製造方法
　本発明の超分子は、例えば、本発明のフッ素含有ブロック共重合体を、適当な溶媒中に
溶解、又は懸濁する工程を含む方法によって、当該フッ素含有ブロック共重合体が自己組
織化して、製造される。
【０２０２】
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体を、適当な溶媒中に溶解、又は懸濁することは、
例えば、当該溶媒中に本発明のフッ素含有ブロック共重合体を投入し、及び撹拌すること
により実施すればよい。
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【０２０３】
　当該適当な溶媒の例は、
ブタノール、プロパノール、エタノール、メタノール等のアルコール系溶媒；
ペンタン、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、シクロヘキサン、デカヒドロナフタレン、ｎ
－デカン、イソドデカン、トリデカン等の非芳香族炭化水素溶媒；
ベンゼン、トルエン、キシレン、テトラリン、ベラトロール、ジエチルベンゼン、メチル
ナフタレン、ニトロベンゼン、ｏ－ニトロトルエン、メシチレン、インデン、ジフェニル
スルフィド等の芳香族炭化水素溶媒；
アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、アセトフェノン、プロピオフ
ェノン、ジイソブチルケトン、イソホロン等のケトン；
ジクロロメタン、ジクロロエタン、クロロホルム、四塩化炭素、クロロベンゼン等のハロ
ゲン化炭化水素溶媒；
ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジイソプロピルエーテル、メチル ｔ－ブチル
エーテル、ジオキサン、ジメトキシエタン、ジグライム、トリグライム、フェネトール、
１，１－ジメトキシシクロヘキサン、ジイソアミルエーテル等のエーテル溶媒；
酢酸エチル、酢酸イソプロピル、マロン酸ジエチル、３－メトキシ－３－メチルブチルア
セテート、γ－ブチロラクトン、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、炭酸
ジメチル、α－アセチル－γ－ブチロラクトン等のエステル溶媒；アセトニトリル、ベン
ゾニトリル等のニトリル溶媒；
ジメチルスルホキシド、スルホラン等のスルホキシド系溶媒；
及びＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリ
ドン、１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチルアセトアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル
アセトアミド等のアミド溶媒；
トリエチルアミン、アニリン等のアミン系溶媒；
二硫化炭素；及び
水
を包含する。
当該溶媒は、１種単独で、又は２種以上の組み合わせで用いることができる。
【０２０４】
　前記溶媒の使用量は、本発明のフッ素含有ブロック共重合体の１重量部に対して、好ま
しくは０．１～１００００００の範囲内であり、より好ましくは１～１０００００の範囲
内であり、及び更に好ましくは２～５００００の範囲内である。
【０２０５】
　4.撥油性及び／又は撥水性コーティング剤
【０２０６】
　本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤は、好ましくは、本発明のフッ素含有
ブロック共重合体及び溶媒を含有する。
　当該溶媒の好適な例は、
ブタノール、プロパノール、エタノール、メタノール等のアルコール系溶媒；
ペンタン、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、シクロヘキサン、デカヒドロナフタレン、ｎ
－デカン、イソドデカン、トリデカン等の非芳香族炭化水素溶媒；
ベンゼン、トルエン、キシレン、テトラリン、ベラトロール、ジエチルベンゼン、メチル
ナフタレン、ニトロベンゼン、ｏ－ニトロトルエン、メシチレン、インデン、ジフェニル
スルフィド等の芳香族炭化水素溶媒；
アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、アセトフェノン、プロピオフ
ェノン、ジイソブチルケトン、イソホロン等のケトン；
ジクロロメタン、ジクロロエタン、クロロホルム、四塩化炭素、クロロベンゼン等のハロ
ゲン化炭化水素溶媒；
ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジイソプロピルエーテル、メチル ｔ－ブチル
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エーテル、ジオキサン、ジメトキシエタン、ジグライム、トリグライム、フェネトール、
１，１－ジメトキシシクロヘキサン、ジイソアミルエーテル等のエーテル溶媒；
酢酸エチル、酢酸イソプロピル、マロン酸ジエチル、３－メトキシ－３－メチルブチルア
セテート、γ－ブチロラクトン、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、炭酸
ジメチル、α－アセチル－γ－ブチロラクトン等のエステル溶媒；アセトニトリル、ベン
ゾニトリル等のニトリル溶媒；
ジメチルスルホキシド、スルホラン等のスルホキシド系溶媒；
及びＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリ
ドン、１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチルアセトアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル
アセトアミド等のアミド溶媒；
トリエチルアミン、アニリン等のアミン系溶媒；
二硫化炭素；及び
水を包含する。
【０２０７】
　本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤が溶媒を含有する場合、その量は、好
ましくは、本発明のフッ素含有ブロック共重合体の１重量部に対して、０．１～１０００
０００の範囲内であり、より好ましくは１～１０００００の範囲内であり、及び更に好ま
しくは２～５００００～重量部である。
【０２０８】
　本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤は、本発明のフッ素含有ブロック共重
合体を主成分又は有効成分として含んでいればよい。ここで、「主成分」とは、撥油性及
び／又は撥水性コーティング剤中の含量が５０重量％を超える成分を意味する。「有効成
分」とは、表面処理する基材上に残留して皮膜（表面処理層）を形成し、本発明の効果（
撥水性、撥油性、防汚性、表面滑り性、摩擦耐久性など）を発現させ得る成分を意味する
。
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、対象物の表面に塗布されて、皮膜を形成する
ことにより、当該表面に撥油性を付与することができる。また、本発明のフッ素含有ブロ
ック共重合体は、対象物の表面に塗布されて、皮膜を形成することにより、当該表面に撥
水性を付与することができる。従って、本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤
は、撥水、撥油、防汚、及び／又は指紋付着防止の目的で、対象物の表面のコーティング
に用いられる。
　本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤（又は表面処理組成物）の組成は、所
望される機能に応じて適宜決定できる。
【０２０９】
　また、本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤は、本発明のフッ素含有ブロッ
ク共重合体に加えて、含フッ素オイルとして理解され得るフルオロポリエーテル化合物、
好ましくはペルフルオロポリエーテル化合物を含んでいてもよい（以下、本発明のフッ素
含有ブロック共重合体と区別する趣旨で、「含フッ素オイル」と称する場合がある）。含
フッ素オイルは、基材と反応性の部位（例えば、シリル基）を有さない。含フッ素オイル
は、得られる皮膜の表面滑り性の向上に寄与する。
【０２１０】
　撥油性及び／又は撥水性コーティング剤中、ペルフルオロポリエーテル基含有シラン化
合物１００質量部（２種以上の場合にはこれらの合計、以下も同様）に対して、含フッ素
オイルは、例えば０～３００質量部、好ましくは５０～２００質量部で含まれ得る。
【０２１１】
　かかる含フッ素オイルとしては、以下の式（２）で表される化合物（ペルフルオロポリ
エーテル化合物）が挙げられる。
Ｒ２１－（ＯＣｒＦ２ｒ）ｎｄ－Ｏ－Ｒ２２・・・（２）
　式中、Ｒ２１及びＲ２２は、それぞれ独立して炭素数１～１６のペルフルオロアルキル
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基を表し、好ましくは炭素数１～３のペルフルオロアルキル基である。
　ｒは、各出現において、それぞれ独立して１～３の整数である。
　式：－（ＯＣｒＦ２ｒ）ｎｄ－で表される部分は、ＯＣ３Ｆ６、ＯＣ２Ｆ４、及びＯＣ
Ｆ２からなる群より選択される１種以上の構成単位からなる。すなわち、式：－（ＣｒＦ

２ｒＯ）ｎｄ－で表される部分は、式：－（ＯＣ３Ｆ６）ａ’－（ＯＣ２Ｆ４）ｂ’－（
ＯＣＦ２）ｃ’－で表される。
　ここで、ａ’、ｂ’及びｃ’は、ポリマーの主骨格を構成するペルフルオロポリエーテ
ルのそれぞれ繰り返し数を表わし、互いに独立して０以上３００以下の整数であって、ａ
’、ｂ’及びｃ’の和、すなわちｎｄは少なくとも１、好ましくは１～１００である。
　なお、本明細書中、繰り返し数を表す添字が付された隣接する複数の丸括弧内の繰り返
し単位の存在順序は任意である。すなわち、これらの繰り返し単位の結合様式は、ランダ
ムであっても、ブロックであってもよい。これら繰り返し単位のうち、－（ＯＣ３Ｆ６）
－は、－（ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２）－、－（ＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２）－、及び－（ＯＣ
Ｆ２ＣＦ（ＣＦ３））－のいずれであってもよく、好ましくは－（ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２

）－である。－（ＯＣ２Ｆ４）－は、－（ＯＣＦ２ＣＦ２）－及び－（ＯＣＦ（ＣＦ３）
）－のいずれであってもよいが、好ましくは－（ＯＣＦ２ＣＦ２）－である。
【０２１２】
　前記式（２）で表されるペルフルオロポリエーテル化合物の例として、以下の式（２ａ
）、（２ｂ）及び（２ｃ）のいずれかで示される化合物が挙げられる。
Ｒ２１－（ＯＣＦＣＦＣＦ）ａ’’－Ｏ－Ｒ２２・・・（２ａ）
Ｒ２１－（ＯＣＦ２ＣＦ２）ｂ’’－（ＯＣＦ２）ｃ’’－Ｏ－Ｒ２２・・・（２ｂ）
Ｒ２１－（ＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２）ｄ’’－Ｏ－Ｒ２２・・・（２ｃ）
　これら式中、Ｒ２１及びＲ２２は前記の通りであり、ａ’’は１以上１００以下の整数
であり、ｂ’’及びｃ’’はそれぞれ独立して１以上３００以下の整数であり、ｄ’’は
１以上１００以下の整数である。
【０２１３】
　式（２ａ）で示される化合物及び式（２ｂ）で示される化合物は、それぞれ単独で用い
ても、組み合わせて用いてもよい。これらを組み合わせて用いる場合、式（２ａ）で表さ
れる化合物と、式（２ｂ）で表される化合物とを、質量比１：１～１：３０で使用するこ
とが好ましい。かかる質量比によれば、表面滑り性と摩擦耐久性のバランスに優れた皮膜
を得ることができる。
【０２１４】
　含フッ素オイルは、１０００～３００００の数平均分子量を有していてよい。これによ
り、本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤から形成される皮膜（本発明の撥油
性及び／又は撥水性コーティング剤でコーティングされた物品の表面処理層）は高い表面
滑り性を有することができる。代表的には、式（２ａ）で表される化合物の場合には、２
０００～６０００の数平均分子量を有することが好ましく、式（２ｂ）で表される化合物
の場合には、８０００～３００００の数平均分子量を有することが好ましい。これら数平
均分子量の範囲では、高い表面滑り性を有する皮膜を得ることができる。
【０２１５】
　また、本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤は、本発明のフッ素含有ブロッ
ク共重合体に加えて、シリコーンオイルとして理解され得るシリコーン化合物（以下、「
シリコーンオイル」と称する。）を含んでいてもよい。シリコーンオイルは、前記表面滑
り性の向上に寄与する。
【０２１６】
　撥油性及び／又は撥水性コーティング剤中、ペルフルオロポリエーテル基含有シラン化
合物１００質量部に対して、シリコーンオイルは、例えば０～３００質量部、好ましくは
５０～２００質量部で含まれ得る。
【０２１７】
　かかるシリコーンオイルとしては、例えばシロキサン結合が２０００以下の直鎖状又は
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環状のシリコーンオイルを用い得る。直鎖状のシリコーンオイルは、いわゆるストレート
シリコーンオイル及び変性シリコーンオイルであってよい。ストレートシリコーンオイル
としては、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリコーンオイル、メチルハイド
ロジェンシリコーンオイルが挙げられる。変性シリコーンオイルとしては、ストレートシ
リコーンオイルを、アルキル、アラルキル、ポリエーテル、高級脂肪酸エステル、フルオ
ロアルキル、アミノ、エポキシ、カルボキシル、アルコールなどにより変性したものが挙
げられる。環状のシリコーンオイルは、例えば環状ジメチルシロキサンオイルなどが挙げ
られる。
【０２１８】
　本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤による皮膜の形成は、撥油性及び／又
は撥水性コーティング剤を溶媒に溶解させて得られた溶液を、例えば、ロールコート法、
グラビアコート法、マイクログラビアコート法、フローコート法、バーコート法、スプレ
ーコート法、ダイコート法、スピンコート法、又はディップコート法、蒸着法等の慣用の
方法で、対象物の表面に塗布し、乾燥させ、及び必要に応じてＵＶ照射することによって
実施できる。
【０２１９】
　皮膜の硬度が必要な場合や、硬化速度を向上させる場合、下地との密着性向上等の目的
で単官能及び多官能（メタ）アクリレート単量体を適宜、加えてもよい。本発明のフッ素
含有ブロック共重合体は単官能及び多官能（メタ）アクリレート単量体と高い相溶性を示
すため、外観を損なうことなく、加えた単量体は架橋剤として機能し、硬化膜に適度な硬
度と、基材密着性、硬化速度の向上をもたらす。
【０２２０】
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、フッ素含有有機溶媒のみならず、汎用溶剤で
あるフッ素非含有有機溶媒に対しても高い溶解性を示すので、フッ素含有有機溶媒又はフ
ッ素非含有有機溶媒に溶解させて、コーティングの対象の表面に塗布することができる。
　このようなフッ素含有有機溶媒としては、例えば、ペルフルオロヘキサン、ペルフルオ
ロオクタン、ペルフルオロジメチルシクロヘキサン、ペルフルオロデカリン、ペルフルオ
ロアルキルエタノール、ペルフルオロベンゼン、ペルフルオロトルエン、ペルフルオロア
ルキルアミン（フロリナート（商品名）等）、ペルフルオロアルキルエーテル、ペルフル
オロブチルテトラヒドロフラン、ハイドロフルオロエーテル（ノベック（商品名）、ＨＦ
Ｅ－７１００等）、ペルフルオロアルキルブロミド、ペルフルオロアルキルヨージド、ペ
ルフルオロポリエーテル（クライトックス（商品名）、デムナム（商品名）、フォンブリ
ン（商品名）等）メタクリル酸２－（ペルフルオロアルキル）エチル、アクリル酸２－（
ペルフルオロアルキル）エチル、ペルフルオロアルキルエチレン、フロン１３４ａ、及び
ヘキサフルオロプロペンオリゴマーが挙げられる。
　また、このようなフッ素非含有有機溶媒としては、例えば、メチルイソブチルケトン、
プロピレングリコールモノメチルエーテル、ペンタン、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、
ジクロロメタン、クロロホルム、四塩化炭素、ジクロロエタン、二硫化炭素、ベンゼン、
トルエン、キシレン、ニトロベンゼン、ジエチルエーテル、ジメトキシエタン、ダイグラ
イム、トリグライム、酢酸エチル、酢酸ブチル、ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホ
キシド、アセトン、２－ブタノン、アセトニトリル、ベンゾニトリル、ブタノール、１－
プロパノール、２－プロパノール、エタノール、メタノール、トリエチルアミン、及びア
ニリンが挙げられる。
　なかでも、本発明のフッ素含有ブロック共重合体を溶解させる溶媒は、好ましくは、メ
チルイソブチルケトン、プロピレングリコールモノメチルエーテル、ヘキサデカン、酢酸
ブチル、アセトン、酢酸エチル、又は２－プロパノールである。
　これらの溶媒は、１種を単独で使用してもよく、２種以上を組み合わせて使用してもよ
い。
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、汎用溶剤であるフッ素非含有有機溶媒に対し
ても高い溶解性を示す
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【０２２１】
　コーティング対象物の材料（基材）としては、例えば、ガラス等の無機材料；ポリエチ
レン、及びポリスチレン等のポリオレフィン樹脂；ポリメチルメタクリレート等のアクリ
ル樹脂、ポリアリレート、及びポリエチレンテレフタレート等のポリエステル樹脂、ポリ
カーボネート樹脂、並びにフェノール樹脂等の合成樹脂；鉄、アルミ、及び銅等の金属が
挙げられるが、これらに限定されるものではない。
　なかでも、ガラス、又は非晶質の合成樹脂（例、アクリル樹脂）や耐熱性の高い環状ポ
リオレフィン樹脂（ＣＯＰ）やポリエステル樹脂（例、ポリエチレンテレフタレート（Ｐ
ＥＴ）樹脂、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）樹脂）、ポリカーボネート樹脂が好ま
しい。
　また、市販のハードコート剤に本発明のフッ素含有ブロック共重合体を添加して使用す
ることもできる。
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体は高い相溶性を示すため、市販のハードコート剤
の物性を損なうことなく、表面に高い撥水性、防汚性を付与することが可能である。
【０２２２】
　本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤から形成される皮膜は、撥水性、撥油
性、防汚性、指紋付着防止性、及び耐久性に優れ、コーティング対象物に強固に結合する
ことができ、かつ透明であるので、本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤は、
種々の物品（製品、デバイス、又は部品）のコーティングに好適に用いることができる。
　本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤から形成された皮膜を含有する物品も
又は本発明の範囲内である。
【０２２３】
　以下に、このような撥油性及び／又は撥水性コーティング剤から形成された皮膜を有す
る物品についてより詳細に説明する。
　本発明の物品は、基材と、該基材の表面において本発明のフッ素含有ブロック共重合体
又は撥油性及び／又は撥水性コーティング剤（以下、これらを代表して単に「撥油性及び
／又は撥水性コーティング剤」と言う）から形成された層（表面処理層）とを含有する。
　このような物品は、例えば以下のようにして製造できる。
【０２２４】
　例えば、製造すべき物品が光学部材である場合、その基材は、光学部材用材料、例えば
ガラス又は透明プラスチックなどであってよい。また、撥油性及び／又は撥水性コーティ
ング剤から表面処理層を形成させる表面領域には、ハードコート層及び／又は反射防止層
などの層が形成されていてよい。当該反射防止層には、単層反射防止層及び多層反射防止
層のいずれを使用してもよい。反射防止層に使用可能な無機物の例としては、ＳｉＯ２、
ＳｉＯ、ＺｒＯ２、ＴｉＯ２、ＴｉＯ、Ｔｉ２Ｏ３、Ｔｉ２Ｏ５、Ａｌ２Ｏ３、Ｔａ２Ｏ

５、ＣｅＯ２、ＭｇＯ、Ｙ２Ｏ３、ＳｎＯ２、ＭｇＦ２、ＷＯ３などが挙げられる。これ
らの無機物は、単独で、又はこれらの２種以上を組み合わせて（例えば混合物として）使
用してよい。多層反射防止層の場合は、その最外層にはＳｉＯ２及び／又はＳｉＯを用い
ることが好ましい。製造すべき物品が、タッチパネル用の光学ガラス部品である場合、透
明電極、例えば酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）や酸化インジウム亜鉛などを用いた薄膜を
、基材（ガラス）の表面の一部に有していてもよい。また、基材は、その具体的仕様等に
応じて、絶縁層、粘着層、保護層、装飾枠層（Ｉ－ＣＯＮ）、霧化膜層、ハードコーティ
ング膜層、偏光フィルム、相位差フィルム、及び液晶表示モジュールなどを有していても
よい。
【０２２５】
　基材の形状は特に限定されない。また、表面処理層を形成すべき基材の表面領域は、基
材表面の少なくとも一部であればよく、製造すべき物品の用途及び具体的仕様等に応じて
適宜決定され得る。
【０２２６】
　かかる基材としては、その表面部分に、水酸基を元々有するものであってよい。かかる
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材料としては、ガラスが挙げられ、また、表面に自然酸化膜又は熱酸化膜が形成される金
属（特に卑金属）、セラミックス、半導体等が挙げられる。あるいは、樹脂等のように、
水酸基を有していても十分でない場合や、水酸基を元々有していない場合には、基材に適
当な前処理を施すことにより、基材の表面に水酸基を導入したり、増加させたりすること
ができる。かかる前処理の例としては、プラズマ処理（例えばコロナ放電）や、イオンビ
ーム照射が挙げられる。プラズマ処理は、基材表面に水酸基を導入又は増加させ得ると共
に、基材表面を清浄化する（異物等を除去する）ためにも好適に利用され得る。また、か
かる前処理の別の例としては、炭素－炭素不飽和結合基を有する界面吸着剤をＬＢ法（ラ
ングミュア－ブロジェット法）や化学吸着法等によって、基材表面に予め単分子膜の形態
で形成し、その後、酸素や窒素等を含む雰囲気下にて不飽和結合を開裂する方法が挙げら
れる。
【０２２７】
　またあるいは、かかる基材としては、その表面部分に、別の反応性基（例、Ｓｉ－Ｈ基
、）を有するものであってもよい。その例としては、例えばＳｉ－Ｈ基を１つ以上有する
シリコーン化合物や、アルコキシシランを含む材料から形成された基材が挙げられる。
【０２２８】
　次に、かかる基材の表面に、前記の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤の皮膜を形
成し、この皮膜を必要に応じて後処理して、表面処理層を形成する。
【０２２９】
　撥油性及び／又は撥水性コーティング剤の皮膜形成は、前記の撥油性及び／又は撥水性
コーティング剤を基材の表面に対して、該表面を被覆するように適用することによって実
施できる。被覆方法は、特に限定されない。例えば、湿潤被覆法及び乾燥被覆法を使用で
きる。
【０２３０】
　湿潤被覆法の例としては、浸漬コーティング、スピンコーティング、フローコーティン
グ、スプレーコーティング、ロールコーティング、グラビアコーティング及びこれらの類
似方法が挙げられる。
【０２３１】
　乾燥被覆法の例としては、真空蒸着、スパッタリング、ＣＶＤ及びこれらの類似方法が
挙げられる。真空蒸着法の具体例としては、抵抗加熱、電子ビーム、高周波加熱、イオン
ビーム及び類似の方法が挙げられる。ＣＶＤ方法の具体例としては、プラズマ－ＣＶＤ、
光学ＣＶＤ、熱ＣＶＤ及び類似の方法が挙げられる。
【０２３２】
　更に、常圧プラズマ法による被覆も可能である。
【０２３３】
　湿潤被覆法を使用する場合、撥油性及び／又は撥水性コーティング剤は、溶媒で希釈さ
れてから基材表面に適用され得る。撥油性及び／又は撥水性コーティング剤の安定性及び
溶媒の揮発性の観点から、次の溶媒が好ましく使用される：炭素数５～１２のペルフルオ
ロ脂肪族炭化水素（例えば、ペルフルオロヘキサン、ペルフルオロメチルシクロヘキサン
及びペルフルオロ－１，３－ジメチルシクロヘキサン）；ポリフルオロ芳香族炭化水素（
例えば、ビス（トリフルオロメチル）ベンゼン）；ポリフルオロ脂肪族炭化水素；ヒドロ
フルオロエーテル（ＨＦＥ）（例えば、ペルフルオロプロピルメチルエーテル（Ｃ３Ｆ７

ＯＣＨ３）、ペルフルオロブチルメチルエーテル（Ｃ４Ｆ９ＯＣＨ３）、ペルフルオロブ
チルエチルエーテル（Ｃ４Ｆ９ＯＣ２Ｈ５）、ペルフルオロヘキシルメチルエーテル（Ｃ

２Ｆ５ＣＦ（ＯＣＨ３）Ｃ３Ｆ７）などのアルキルペルフルオロアルキルエーテル（ペル
フルオロアルキル基及びアルキル基は直鎖又は分枝状であってよい））など。これらの溶
媒は、単独で、又は、２種以上の混合物として用いることができる。なかでも、ヒドロフ
ルオロエーテルが好ましく、ペルフルオロブチルメチルエーテル（Ｃ４Ｆ９ＯＣＨ３）及
び／又はペルフルオロブチルエチルエーテル（Ｃ４Ｆ９ＯＣ２Ｈ５）が特に好ましい。
【０２３４】
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　以下に、本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤に用いられる本発明のフッ素
含有ブロック共重合体がシランカップリング基を有する場合について、より詳細に述べる
。
　膜形成は、膜中で撥油性及び／又は撥水性コーティング剤が、加水分解及び脱水縮合の
ための触媒と共に存在するように実施することが好ましい。簡便には、湿潤被覆法による
場合、撥油性及び／又は撥水性コーティング剤を溶媒で希釈した後、基材表面に適用する
直前に、撥油性及び／又は撥水性コーティング剤の希釈液に触媒を添加してよい。乾燥被
覆法による場合には、触媒添加した撥油性及び／又は撥水性コーティング剤をそのまま真
空蒸着処理するか、あるいは鉄や銅などの金属多孔体に、触媒添加した撥油性及び／又は
撥水性コーティング剤を含浸させたペレット状物質を用いて真空蒸着処理をしてもよい。
【０２３５】
　触媒には、任意の適切な酸又は塩基を使用できる。酸触媒としては、例えば、酢酸、ギ
酸、トリフルオロ酢酸などを使用できる。また、塩基触媒としては、例えばアンモニア、
有機アミン類などを使用できる。
【０２３６】
　次に、必要に応じて、膜を後処理する。この後処理は、特に限定されないが、例えば、
水分供給及び乾燥加熱を逐次的に実施するものであってよく、より詳細には、以下のよう
にして実施してよい。
【０２３７】
　前記のようにして基材表面に撥油性及び／又は撥水性コーティング剤を膜形成した後、
この膜（以下、「前駆体膜」とも言う）に水分を供給する。水分の供給方法は、特に限定
されず、例えば、前駆体膜（及び基材）と周囲雰囲気との温度差による結露や、水蒸気（
スチーム）の吹付けなどの方法を使用してよい。
【０２３８】
　前駆体膜に水分が供給されると、本発明のフッ素含有ブロック共重合体中のシランカッ
プリング基に水が作用し、これを加水分解できると考えられる。
【０２３９】
　水分の供給は、例えば０～５００℃、好ましくは１００℃以上で、３００℃以下の雰囲
気下にて実施し得る。このような温度範囲において水分を供給することにより、加水分解
を進行させることが可能である。このときの圧力は特に限定されないが、簡便には常圧と
し得る。
【０２４０】
　次に、該前駆体膜を該基材の表面で、６０℃を超える乾燥雰囲気下にて加熱する。乾燥
加熱方法は、特に限定されず、前駆体膜を基材と共に、６０℃を超え、好ましくは１００
℃を超える温度であって、例えば５００℃以下、好ましくは３００℃以下の温度で、かつ
不飽和水蒸気圧の雰囲気下に配置すればよい。このときの圧力は特に限定されないが、簡
便には常圧とし得る。
【０２４１】
　このような雰囲気下では、本発明のフッ素含有ブロック共重合体間では、前記加水分解
後のシランカップリング基同士が速やかに脱水縮合する。また、かかる化合物と基材との
間では、当該化合物の加水分解後のシランカップリング基と、基材表面に存在する反応性
基との間で速やかに反応し、基材表面に存在する反応性基が水酸基である場合には脱水縮
合する。（なお、このように結合した化合物間に、存在する場合には、含フッ素オイル及
び／又はシリコーンオイルが混在することとなる。）この結果、本発明のフッ素含有ブロ
ック共重合体間で結合が形成され、かつ本発明のフッ素含有ブロック共重合体と基材との
間でも結合が形成される。
【０２４２】
　前記の水分供給及び乾燥加熱は、過熱水蒸気を用いることにより連続的に実施してもよ
い。
【０２４３】
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　過熱水蒸気は、飽和水蒸気を沸点より高い温度に加熱して得られるガスであって、常圧
下では、１００℃を超え、一般的には５００℃以下、例えば３００℃以下の温度で、かつ
、沸点を超える温度への加熱により不飽和水蒸気圧となったガスである。前駆体膜を形成
した基材を過熱水蒸気に曝すと、まず、過熱水蒸気と、比較的低温の前駆体膜との間の温
度差により、前駆体膜表面にて結露が生じ、これによって前駆体膜に水分が供給される。
やがて、過熱水蒸気と前駆体膜との間の温度差が小さくなるにつれて、前駆体膜表面の水
分は過熱水蒸気による乾燥雰囲気中で気化し、前駆体膜表面の水分量が次第に低下する。
前駆体膜表面の水分量が低下している間、即ち、前駆体膜が乾燥雰囲気下にある間、基材
の表面の前駆体膜は過熱水蒸気と接触することによって、この過熱水蒸気の温度（常圧下
では１００℃を超える温度）に加熱されることとなる。従って、過熱水蒸気を用いれば、
前駆体膜を形成した基材を過熱水蒸気に曝すだけで、水分供給と乾燥加熱とを連続的に実
施することができる。
【０２４４】
　以上のようにして後処理が実施され得る。かかる後処理は、摩擦耐久性を一層向上させ
るために実施され得るが、本発明の物品を製造するのに必須でないことに留意されたい。
例えば、撥油性及び／又は撥水性コーティング剤を基材表面に適用した後、そのまま静置
しておくだけでもよい。
【０２４５】
　前記のようにして、基材の表面に、撥油性及び／又は撥水性コーティング剤の膜に由来
する表面処理層が形成され、本発明の物品が製造される。これにより得られる表面処理層
は、撥水性、撥油性、防汚性（例えば指紋等の汚れの付着を防止する）、表面滑り性（又
は潤滑性、例えば指紋等の汚れの拭き取り性や、指に対する優れた触感）、摩擦耐久性な
どを有し得、機能性薄膜として好適に利用され得る。
【０２４６】
　すなわち本発明はさらに、前記硬化物を最外層に有する光学材料にも関する。
【０２４７】
　光学材料としては、後記に例示するようなディスプレイ等に関する光学材料のほか、多
種多様な光学材料が好ましく挙げられる。
　例：陰極線管（ＣＲＴ；例、ＴＶ、パソコンモニター）、液晶ディスプレイ、プラズマ
ディスプレイ、有機ＥＬディスプレイ、無機薄膜ＥＬドットマトリクスディスプレイ、背
面投写型ディスプレイ、蛍光表示管（ＶＦＤ）、電界放出ディスプレイ（ＦＥＤ；Ｆｉｅ
ｌｄ Ｅｍｉｓｓｉｏｎ Ｄｉｓｐｌａｙ）などのディスプレイ又はそれらのディスプレイ
の保護板、又はそれらの表面に反射防止膜処理を施したもの
【０２４８】
　これによって得られる表面処理層を有する物品は、特に限定されるものではないが、光
学部材であり得る。光学部材の例には、次のものが挙げられる：眼鏡などのレンズ；ＰＤ
Ｐ、ＬＣＤなどのディスプレイの前面保護板、反射防止板、偏光板、アンチグレア板；携
帯電話、携帯情報端末などの機器のタッチパネルシート；ブルーレイ（Ｂｌｕ－ｒａｙ）
ディスク、ＤＶＤディスク、ＣＤ－Ｒ、ＭＯなどの光ディスクのディスク面；光ファイバ
ーなど。
【０２４９】
　表面処理層の厚さは、特に限定されない。光学部材の場合、表面処理層の厚さは、１～
３０ｎｍ、好ましくは１～１５ｎｍの範囲であることが、光学性能、表面滑り性、摩擦耐
久性及び防汚性の点から好ましい。
【０２５０】
　以上、本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤を使用して得られる物品につい
て詳述した。なお、本発明の撥油性及び／又は撥水性コーティング剤の用途、使用方法な
いし物品の製造方法などは、前記で例示したものに限定されない。
【実施例】
【０２５１】
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　合成例１
＜ＰＦＰＥ－ＶＥの合成＞
　ペルフルオロポリエーテル基を含有するアルコール［C3F7（CF2CF2CF2O）xCF2CF2CH2OH
（xは繰り返し数を表す。数平均分子量1200）］を用い、国際公開第２０１３／１１５３
８０号パンフレットに記載の方法に準拠して、2－[3－ポリ(ペルフルオロプロピルオキシ
)－2,2,3,3－テトラフルオロプロポキシ]エトキシビニルエーテル（これを、PFPE-VEと称
する場合がある。）を合成した。
【０２５２】
　実施例１(合成例２)
＜ポリ（イソブチルビニルエーテル）-b-ポリ（PFPE-VE）［ポリマー１］の合成＞
　ナスフラスコに、HCFC-225を13.6 ml、イソブチルビニルエーテル（IBVE）を2.0 ml、1
,4-ジオキサンを1.7 ml、及び（１－イソブトキシ）エチルアセテート（IBEA）を0.4 ml
入れて、溶液１を調製した。
　容器に、触媒としてのEt1.5AlCl1.5を0.6 ml、及びHCFC-225を2.4 ml入れて、溶液２を
調製した。
　反応器に、2.7 mlの前記溶液１を入れて、０℃に恒温化した後、前記溶液２を0.3 ml添
加して、重合を開始させた。
　IBVEの８０％以上が消費されたことを確認した後、0.18 mlのPFPE-VEを添加した。PFPE
-VEの添加から６時間後、メタノールを添加し、重合を停止させた。水洗後、溶媒を留去
してポリマー１を得た。
　1H-NMRにより、得られたポリマー１の構造が(IBVE)106-b-(PFPE-VE)10であることを確
認した。
　フッ素溶媒を溶離液としてGPC測定した結果、ポリマー１の数平均分子量測定値は18270
、分子量分布は1.13であった。
【０２５３】
　実施例２
＜ポリマー１のクロロホルムを溶離液としたGPC測定＞
　ポリマー１をクロロホルムに溶解し、クロロホルムを溶離液として用いたGPCで分子量
を測定した結果、分子量225000、且つ分散度1.03のピークが確認された。一方、フッ素溶
媒を溶離液として用いたGPC測定では、このような高分子量域にピークを確認できなかっ
たことから、ポリマー１はクロロホルム中で約12分子の会合体を形成することが、確認で
きた。
【０２５４】
　実施例３
＜ポリマー１のクロロホルム中での動的光散乱法(DLS)による粒径測定＞
　ポリマー１をクロロホルムに溶解して、0.01 wt%溶液を調製し、40℃でDLSにより粒径
を測定したところ、57nmの粒径をもつ会合体が形成されていることが分かった。
【０２５５】
　実施例４（合成例３）
＜ポリ｛メタクリル酸－２－（２－ビニロキシエトキシ）エチル｝-b-ポリ（PFPE-VE）［
ポリマー２］の合成＞
　容器にHCFC-225を7.8 ml、メタクリル酸－２－（２－ビニロキシエトキシ）エチル（VE
EM）を0.16 ml、1,4-ジオキサンを0.86 ml、及び開始剤としてのIBEAを0.2 ml入れて、溶
液３調製した。別の容器に触媒としてのEt1.5AlCl1.5の0.6 ml、及びHCFC-225を2.4 ml入
れて、溶液４を調製した。前記容器中の前記溶液３を０℃に恒温化した後、これに前記溶
液４を1.0 ml添加して重合を開始させた。VEEMが80%以上消費されたことを確認した後、0
.42 mlのPFPE-VEを添加した。
　PFPE-VEの添加から６時間後、メタノールを添加し、重合を停止させた。水洗後、溶媒
を留去してポリマー２を得た。 
　1H-NMRにより、得られたポリマー２の構造が(VEEM)15-b-(PFPE-VE)8であることを確認
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【０２５６】
　合成例４
＜PFPE4000VEEM20[ポリマー３]の合成＞
【化４８】

（ｍ＝２０）
　特許文献（国際公開第２０１３／１１５３８０号パンフレット）に記載の方法に準拠し
てPFPE4000-VEEM20を合成した。
【０２５７】
　試験例１
　市販のハードコート剤　ビームセット５７５ＣＢ（製品名、荒川化学工業社）をメチル
エチルケトン（ＭＥＫ）に溶解し、その溶液にポリマー２及びポリマー３を表に示すよう
に添加し、メンブレンフィルターを通過させてハードコート剤を得た。
　市販のポリカーボネート基板（日本テストパネル社）に前記のハードコート剤をバーコ
ーター（＃１０）で塗布し、７０℃で５分間乾燥後、ベルトコンベア式紫外線照射装置を
用い（紫外線照射量６００ｍＪ／ｃｍ２）、硬化被膜を得た。
　得られた硬化膜に対して対水接触角、対ｎ－ヘキサデカン接触角を測定した。結果を表
に示す。
　油性インキのふき取り性（油性インキふき取りの容易さ）は次のように試験した。まず
、油性インキペンマッキー（ゼブラ社）にて硬化被膜表面に油性インキを塗り、１分間放
置して乾燥後、キムワイプ（日本製紙クレシア社）でふき取り外観を観察し、以下の評価
基準で評価した。結果を表に示す。
　[評価]
Ａ（優）：インキを非常に軽くふき取ることができ、全く残らなかった。
Ｂ（良）：インキをふき取ることができ、全く残らなかった。
Ｃ（可）：インキをふき取ることができず、わずかに表面に残った。
Ｄ（不良）：インキをふき取ることができず、表面に残った。



(52) JP 2017-203059 A 2017.11.16

10

【産業上の利用可能性】
【０２５８】
　本発明のフッ素含有ブロック共重合体は、優れた撥油及び撥水性と汎用溶剤（フッ素非
含有有機溶媒）への高い溶解性とを兼ね備え、撥油性及び／又は撥水性コーティング剤と
して好適に使用することができる。
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